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はじめに
本稿では， 日用雑貨却業界の中部地方の有力卸企業であった伊藤伊について，その創業から
株式会社設立までの経営の歩みを検討する。日本経済史のなかでは日露戦争勃発の年で工業化
の進展していた時期から高度成長期後半のいざなぎ景気の初期の時期.すなわち 1904(明治
37)年から 1966(昭和41)までの時期の却企業経営史のケース・スタディである。
伊藤伊は.2004 (平成16)年4月には，北海道から東北・関東・越後に進出したダイカ (1¥
九州のサンピックおよび四国の徳倉との統合により 全国卸企業の株式会社あらたとなる。し
たがって，この事例研究は，株式会社あらたを成立させた中核的企業の経営史的検討である。
この伊藤伊の検討に際しては，創業者の創業前の経験と創業期の事業，それを継承した2代
日経営者の資質と事業展開，メーカーの販売戦略への対応や位置づけ，業界組織のなかでの経
営者の役割.戦時から戦後にかけての統制経済への対応，戦後の経営戦略と組織.拡大過程と
取引関係の特徴，戦後の伊藤伊の経営実績とそこにみる取引関係上の特搬など.多面的に検討
することにしたい。
これらの検討を通じて，これまで研究史上の重要な課題のひとつであった多段階的取引構造
の中核を担う卸企業の経営史的特徴について明らかにすることになろう。
1.創業者から戦前期までの事業と経営
伊藤伊の経営史については， 日本経営史上あまり知られていないので，まずその創業から戦
時期までの経営者の足跡と事業内容および業界内での位置づけなどについて.概観しておくこ
とにしたい。
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(1)創業者・伊藤伊三郎と継承者・伊藤弥太郎
①蝋燭製造・販売事業の創業
伊藤伊の創業者である伊藤伊三郎は， 1880 (明治13)年6月18日に (2) 岐阜県海津郡西
濃町松山の農家・伊藤仙人の3男として生まれた。
13歳のときに大阪の砂糖問屋の丸金商屈に泰公したが， 21歳のときに倒産の憂き目に会い
帰郷した。その後，養蚕技術をおぼえて養蚕指導員をしていたが.商人としての志を捨てがた
く，原蝋問屋船入町安藤商店の支配人をしていた次兄の藤市を頼って名古屋に出て，仲の町で
貸自転車庖を始めた。しかし.これは失敗に終わったは)。
その後，次兄の援助を得て，蝋燭の製造と却売を始めた。木蝋(ハゼノキの果皮から採った
脂肪)を原料とした流し込み蝋燭で，人力車 自転車，無燈家屋に使用されたほか，手掛蝋燭.
神仏用にも使われた。主な用途が人力車であったので，人力蝋燭とも呼ばれた(~)。この人力
蝋燭の事業開始をもって伊藤伊の創業とされる。その創業の年月日は， 1904 (明治37)年2
月l日とされている (5)。なお.その9日後に日露両国の宣戦布告により日露戦争が始まった。
伊藤伊三郎商店では，その後，石鹸・日用雑貨・化粧品にまで取扱品を増やし，日用雑貨問
屋としての基盤を築いていく。
②伊藤弥太郎の入庖
一方，伊藤伊三郎の親戚筋で，後に2代目伊藤伊底主となる伊藤弥太郎は，伊藤伊の創業年
である 1904(明治37)年の l月5日に三重県桑名郡野代村南之郷の農家，伊藤清四郎，やゑ
の次男として生まれた。幼少の頃は病弱で，医者の手を放すことがなかったようで母親の心配
は絶えなかった。 1918(大正7)年3月22日，地元の多度高等小学校を卒業後，本人は四日
市商業学校への入学を希望していた。しかし父親はすでに伊藤伊三郎との間で，弥太郎入庖
の話を進めており，本人の希望は受け入れられず.同年7月15日.名古屋の伊藤伊三郎商店
に入居した。これは，座学よりも実践の学びに重きを置く風習もあってのこととされる。
入居前に，桑名の珠算塾に通っていたが，入庖後は簿記の専門学校と英語の個人指導に通っ
た。いずれも.日々の仕事の後の夜学であった。 1922(大正1)年， 18歳の春で夜学をすべ
てやめた。当時，庖員は7人くらいで，掃除，荷造り.配達，集金，得意先回り帳簿と l人
3役のような状況であった。得意先とのつながりも深くなり，夜の勉強時聞が確保できなくなっ
たためである (6)。
③取扱商品の回商と近隣の同業者
伊藤弥太郎が仕事に専念することになった 1922年頃，伊藤伊三郎商庖の代理庖としての主
用商品は，孔官堂，日扇マッチ，リーパ・ブラザースの石鹸 ライジングサンの洋蝋燭，柳屋
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石鹸(東京)の粉石鹸，ワイヱス石鹸であった。これらの他に，共進社石鹸の委託製造 (OEM)
のスタンダード化粧石鹸や長保蝋燭があり 自家製造の流し込み人力蝋燭もあった。これらの
商品を，地元の名古屋市を中心に，愛知県，岐阜県，三重県および静岡県の一部へと重点的に
販売し回商範囲も次第に広げていった(7)。日用雑貨商品の販売区域で愛・三・岐という地
域区分があるが，すでにこの頃からそうした商圏ができていたことがわかる。
当時の名古屋地域での同業者は，主な取り扱い商品によって分けられる。石鹸専業では，御
園町の大木商庖，西角町の岩田逸作商庖，常盤町の岩田幸十郎商庖，押切町の加藤彦三郎商庖，
伝馬町の丸二水谷商庖などがあった。また伊藤伊の創業の事業の蝋燭関係では，堀詰町の中彦
商庖，大久保商庖，森下商庖などがあり，化粧品関係では，宮田辰次郎商庖，掛布仙太郎商庖，
中東本庖，村瀬谷三郎商庖，水谷友吉商庖，小足商庖，加藤寛次郎商庖などがあった。さらに，
荒物雑貨関係では，山崎洋行，白宗商庖，松卯商庖，北山商庖，木曽清商屈などがあった (8)。
これらのうち，大木(吉次郎)商庖，中彦(加藤彦治郎)商庖，中東本庖(伊藤東兵衛)， 
村瀬谷三郎商庖，宮田辰次郎，掛布仙太郎らは，すでに 1910(明治43)年の『名古屋商工案内』
にも業界人として名前が掲載されているほ)。また，村瀬谷三郎商庖，中東本庖，水谷友吉(仁
三郎)商屈などは，明治後期の時点でライオン歯磨の名古屋地区の主要取引先であり(10) 中
東商庖は，後述するように， 1930年頃の名古屋市内の花王石鹸の有力代理屈でもあった。
伊藤伊は，後にライオン油脂のトップ・クラスの代理店にまで成長するが，創業期の明治後
期の時点では後発の小さな商庖であり，まだライオンの有力取引の担い手としては認められな
い存在で、あった。その後，後述する配給所の設立はじめ.大正期から昭和初期の営業努力を経
て，名古屋の先発の商庖と並ぶ存在としてメーカーに認知されるまでに成長する。
(2)合名会社・伊藤伊三郎商庖の設立
①地方出張と商圏の拡大
ところで，伊藤弥太郎は， 1926 (大正15)年， 22歳で，伊藤伊三郎に見込まれ一人娘のと
しと養子縁組して結婚した。当時， 日帰りの外商は別として，泊り込みの外商は妻帯者でなけ
れば許されなかった。これは 一人者は泊り込みで誘惑も多くなり遊蕩に陥り易く，挙句には
使い込みをしたり体調不良になる心配があったからという。伊藤弥太郎も， 22歳で泊り込み
出張の資格をもったので，前述のような営業範囲，すなわち三重県，岐阜県，静岡県へと地方
回商に出た。
1930年代になると，鉄道路線の延長によって三重と大阪との往来が便利になり，これにと
もない大阪との競争が激しくなった。また 1938(昭和13)年には，名古屋と大阪もつながっ
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て利便性を増すとともに(11) 伊藤弥太郎も地域営業担当者たちも愛・三・岐3地域と大阪の
大きな商圏をおのずと意識せざるを得なくなったとみられる。
②合名会社の創立
1927 (昭和2)年6月10日 それまでの名古屋市の中区南伏見町2丁目 29番地から中区花
園町5番地に移転した。後に伊藤伊の不動産会社として設立された音羽殖産株式会社のピルが
現在ある辺りである。都市政策で新地遊郭と称せられた花柳界地区が中村区に移ったので，旧
山水楼の跡地を購入してのことであった(12)。
翌1928年2月1日，個人経営の伊藤伊三郎商庖を改組して，合名会社伊藤伊三郎商庖を設
立した。なお，この2月1日というのは設立の登記日であり，実際の営業開始という意味での
設立日は，後述する定款制定日の同年1月27日である (13)。資本金は，伊藤弥太郎の記述では
7万2千円であった(14)とされるが，これは後の時期の7万円の資本金と錯誤したものであろ
う。設立当初の出資社員と出資額資は伊藤伊三郎がl万7000円 伊藤弥太郎が6000円，伊藤
としが6000円の合計2万9000円である。これが変更されるのは 1940年6月29日のことであ
り，伊藤伊三郎5万2000円伊藤弥太郎伊藤とし伊藤たつゑの3名が各6000円で，合計
7万円となる(15)。おそらく，このときの資本金7万円との記憶違いであろう。
設立当初の事業目的は，化粧品・雑貨の売買及ぴこれに附帯する業務とされた(16)0 1940 (昭
和 15)年9月10日には事業目的の変更がなされ，①石鹸・雑貨の販売，②洋蝋燭の売買，③
右に附帯する一切の事業とされた。(17)。また代表社員となる業務執行社員は，伊藤伊三郎であっ
た(18)。存立期間は定めず，営業年度は毎年 1月29日に始まり翌年 1月28日に終わる， と
されている (19)。
設立から約6年後の状況であるが 同商庖の陣容をみると，庖主・伊藤伊三郎，支配人・伊
藤弥太郎，地方販売部主任・小川勇吉，市内販売部主任・伊藤二郎，支脂(中区音羽町4-1) 
主任・伊藤甚九郎，経理主任・奥村忠夫計算主任・辰巳新三となっている (20)。したがって
この合名会社設立によって，創業者の伊藤伊三郎が所有と経営の両面のトップを務めながら，
伊藤弥太郎が支配人となって事業経営の実質上のリーダーを継承する態勢を内外に示したとい
えよう。実際，この時期のことであるが，庖主の伊三郎が持病のために50歳 (1930年)を過
ぎると第l線から退いた (21)とされているので，1930年代にはすでに実質的な経営のリーダー
シップは支配人である伊藤弥太郎が担っていたとみてよいであろう。
また職制で，地方販売部と市内販売部さらに支庖があるのは 本庖・支庖体制による名古屋
市内の取引はもとより，前述の愛・三・岐の商圏への取引体制を意識した人員配置であったと
みられる。後に，こうした仲間取引の広域化はさらに進展する。
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(3)メーカーの販売戦略への対応
①ライオン石鹸名古屋配給所
ライオン歯磨の小林商庖 (1949年2月に小林商庖からライオン歯磨に改称)では， 1927 (昭
和2)年1月以降，歯磨関連製品の却売値段の協定を全国の卸業者に呼びかけて，各地で協定
会を設立していった。名古屋では早くも同年同月東京大阪とならんで協定会が設立された(2)。
一方，ライオンの石鹸部門が1919(大正8)年8月に小林商庖から独立したライオン石鹸株
式会社 (1940年9月にライオン油脂と改称)は，東京・大阪・名古屋などの都市部で却庖を
経由しなし叶、売庖との直接取引を推進したが 地方部については各地の有力代理庖を頼りにし
た。
伊藤伊三郎商庖にも，ライオン石鹸から愛・三・岐の代理庖としての商談があった。半年間
の交渉を経て， 1929 (昭和4)年の初頭に契約が成立し，同年3月から販売活動を開始した。
しかしライオンの洗濯石鹸が植物性で他の石鹸よりも 4割ほど高く，販売面での苦労が続い
た。その後の3年間の努力にもかかわらず，ライオン製品の単独計算では赤字が続色経常欠
損の半額をライオン石鹸に負担してもらう契約とした。結局 ライオン石鹸の販売部門を独立
せざるを得なくなり，伊藤伊本庖から 100メートルほど東の城代町3番地にライオン石鹸配給
所の看板を掲げて(お営業を開始した。所長の伊藤甚七以下 5名の所員であった。その後，
3年で黒字に転換し，1935(昭和10)年には，再び伊藤伊三郎商屈に合併することとなった (24)。
こうしてライオンとの取引関係では，次第に愛知県内で有力屈として基礎を固めてゆくことと
なった。
②花王の流通改革と名古屋地区代理屈
花王石鹸では， 1930 (昭和5)年8月l日の新装花王発売計画の発表にともない，流通上の
革新を遂行した。それまで，東京の大きな問屋は東日本一帯に対して 大阪の大問屋は西日本
全般に対して，それぞれ帳合元の広域代理庖として広い商圏を確保していた。流通改革の手
始めとして， 1931年1月から，こうした東京・大阪の有力代理屈による地方直送を制限した。
これと関連する流通改革の第2として，従来の間接 (B級)庖を花王石鹸本舗との直接取引の
代理庖 (A級)庖に昇格させるなど，各地域の流通機構の見直しをはかった (25)。
愛知県を含む東海道甲信越地域でも，これらの措置が進められた。各県の代理庖は各県ごと
の独立した存在とされ，原則として他県への進出を認めないこととされたが，地理的関係その
他の事情によって例外もあるとされた。岐阜県は，その例外のひとつであった。岡県では， 4 
つの代理屈(お)があったが，一般化粧品のみならずすべての商品が大阪や名古屋の勢力範囲の
下にあり，岐阜県として独立して進み得る有力な代理屈の存在が認められなかった。そこで，
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岐阜県については，名古屋の中東商屈と森本商庖の配下とし，岐阜市の松惣商庖と大垣市の村
上才治商庖を副代理店として販売援助をさせることとした問。
当時の花王の名古屋の代理屈の所在地と商圏は 表-1に示される通りである。中東商庖や
森本商店は，名古屋市のほかに岐阜県下に帳合先をもっていることが確認される。庖に納品さ
みせいれ
れる庖入品については，これら中東商庖や森本商屈のような直接庖(1次卸代理店一引用者)
と間接庖 (2次卸庖一引用者)のいずれにも， 1ダースにつき金4銭を即時歩引きすることと
し，代理屈の帳合にもとづいて間接屈などに直送される直送品については，帳合元の直接庖に
対して lダースあたり 2銭を即時歩引きすることとされた。ただし直接庖に対しては仕切書を
もって，間接庖に対しては歩引券を発行して出荷の都度送付することとされた。また，直接屈
の取引サイトは50日とされた(お)。
表-1 愛知県の花王有力代理屈 (1931年)
庖名 所在地 商圏
中東商庖 名古屋市鉄砲町
名古屋市，東加茂郡，西加茂郡，額田郡，碧海
郡，幡豆郡の5郡および尾彊一円および岐阜県
森本商庖 名古屋市鉄砲町 名古屋市および岐阜県下
片野金次 豊橋市魚町 豊橋市，北設楽郡，南設楽郡，八名郡，※1渥美郡
中村喬吉商庖 不明 豊橋市
(注)下記出典では，※ 1の箇所が ro美郡」となって l文字欠落しているが 諸史料と当時の状況から「渥
美郡」と推定される。
(出典)花王石鹸株式会社長瀬商会「昭和6年度(自 3月1日至 11月30日)東海道甲信越販売方針並予算体系J。
この即時歩引きは仕入割戻金と考えられる。また帳合品の歩引きは 帳合料の側面もあわせ
もったと考えてよいであろう。
表-2に示されるように，中東商店と森本商庖は庖入品よりも帳合による直送品の比率が高く想
定されている。直接庖と間接庖のいずれも，取引実績と期待値にもとづいて年末の奨励金を付与
することが予定されており，両庖とも2銭5厘と高めの比率で設定されている。これらのことから，
この両庖は，花王との取引関係では有力庖として位置づけられていたことがわかる。一方，表-
3に示されるように，愛知県内では29の間接庖があり，伊藤伊三郎商庖は，そのひとつで、あった。
その販売予定量も 40相(1相は50ダース)ほどであり 奨励金の比率も lダース当たり 1銭5厘
と低めに設定されていた(却)。これらの奨励金は，いわば仕入割引(営業外収益)と考えられよう。
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表-2 愛知県の花王有力代理屈の新装花王石鹸販売予定量 (1931年)
庖入 帳合品(間接庖への 奨励金直送)
唐名 合計(A)
1ダース当 奨励金額(円)梱 与も 梱 9も TニL)(8) (50打xAxB) 
中東商庖 281 31.0 625 69.0 906 2銭5厘 1.132.5 
森本商庖 442 42.4 600 57.6 1.042 2銭5厘 1.302.5 
片野金次 216 100 O o 216 2銭 216.0 
中村書吉商庖 50 100 。 o 50 2銭 50.0 
L一一一一
(注1)下記出典では，取引量の単位の表記として「梱」ではなく，当時の慣習的な表記の「甲」とされている
が，ここではより正しい表記の「梱」とした。また，新装花王石鹸は. 1梱当たり 50ダースとなっていた。
(注2)下記出典では，帳合品直送の榊lについては「扱」と示されているのみであるが，諸史料および前後の関
係から帳合品直送品の梱数と推定される。
(出典)表-1に同じ。
表-3 愛知県の間接庖の新装花王石鹸販売予定量 (1931年)
奨励金 奨励金
奨励金額
庖名 梱 1ダース当た (円) 庖名 梱 1ダース当 奨励金額(円)
(A) り(8) (50笠打B)x A (A) Tこり(8)
(50打xAx
B) 
亀屋商庖 80 2銭 80.00 水谷友吉 70 2銭5厘 87.50 
三河屋商庖 35 1銭5厘 26.25 三川屋商庖 100 2銭 100.00 
河野正治 48 1銭5厘 36.00 原錦粧堂 30 2銭 30.00 
伊藤伊=郎 40 1銭5厘 30.00 梶浦倉一 50 2銭 50.00 
加藤寛次郎 100 2銭5厘 125.00 後蕨治助 30 1銭5厘 22.50 
村瀬鉄雄 30 1銭5厘 22.50 荒木石蔵 40 2銭 40.00 
水谷藤助 35 1銭5厘 26.25 岩田庄一 10 1銭5厘 7.50 
右金商庖 20 1銭5厘 15.00 村瀬谷三郎 30 2銭 30.00 
山田美三郎 40 2銭 40.00 大木義三 40 2銭 40.00 
村上才治 30 2銭 30.00 関戸与吉 15 1銭5厘 11.25 
棚橋幸太郎 20 1銭5厘 15.00 木村安三郎 50 2銭 50.00 
松惣商庖 20 2銭 20.00 後藤久治郎 35 1銭5厘 26.25 
伊勢嘉商庖 10 1銭5厘 7.50 山田常屋次本郎庖 10 1 銭5 厘 7.50 
鏡屋商治庖郎商 20 1 銭5 厘 15.00 井沢 10 7.50 和田辰 庖 20 15.00 言十 1.068 1，013.50 
(注)下記出典では，取引量の単位の表記として「梱」ではなく 当時の慣習的な表記の「甲」とされているが，
ここではより正しい表記の「桐」とした。また，新装花王石鹸は， 1祢l当たり 50ダースとなっていた。
(出典)表-1に同じ。
このように， 1930年代初期にあっては.花王との取引関係でみると.伊藤伊は愛知県内で
はまだ2次卸庖の位置づけにすぎなかった。とはいえ，花王との恒常的な取引関係はこの新装
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花王発売にともなう流通改革の時期に始まり 後述する戦後の配給統制などで関係が強化され
てゆく。
③丸五商会の設立
花王と伊藤伊の取引の開始が遅れたのは，花王が創業期から化粧品関係の問屋を中心に代理
屈を設けていったためであるとされている (30)。伊藤伊三郎商庖の取扱品目は，前述の主な事
業分野にも示されていたように，化粧品の取扱があったものの雑貨・荒物系統が中心であり，
花王の取引制度と販売の改革と同じ1930年頃の化粧品売上高は「総売上高の3割を占める」
に過ぎなかった。伊藤弥太郎は その r3割を占めるJ(31)化粧品の営業の分離を考えた。こ
れは，化粧品類の取引慣習と石鹸や日用雑貨の取引制度との違いによるものであった (32)。
というのは「当時から石鹸雑貨取引の支払い慣習は60日サイト 化粧品の取引サイトはそ
れよりも長く 90日から 120日であった」し， r石鹸雑貨の取引は正味単価であり化粧品の制度
は歩引制度にて然も都度引，特定歩引 期末歩引，詰合歩引 単品歩引等々，複雑極まる仕組
に成っていた」ので， r仕入，販売，経理を兼ねて奔走しつつあったJ伊藤伊の従業員たちに
は「到底仕訳明細の記帳は至難であった」という (33)。
伊藤弥太郎は， rこのように取引性格が大きく異なり分野の違う商品を併合販売することの
難業から脱出しようと」考えて (34) 創業者の義父・伊三郎の同意を得たうえで，当時の同業
の盟友であった亀谷商庖の横井竹松 (35) 水谷藤助(水谷商眉)，梶浦倉一(梶浦商庖)の協力
を得，さらに化粧品業界に精通していた大倉氏側を支配人として招いて，伊藤伊三郎商庖を
含む5人の共同による化粧品問屋を設立することとした。 1932(昭和7)年5月31日，名古
屋市中区門前町2丁目に，現金問屋の丸五商会が設立され，翌日から営業を開始した (37)。伊
藤伊三郎商庖の化粧品の在庫を 同月末にこの新会社に売り渡した。これをもって，伊藤伊三
郎商庖では，化粧品の取扱を全廃することとなった。前述のように，この9年後に事業目的か
ら化粧品の販売が外された。しかし 後の統制期に このことが裏目ともなる制。
④化粧品メーカーの販売会社設立への対応
1920年代後期(昭和初期)に，資生堂や中山太陽堂などの化粧品メーカーは，各地域に有力
卸庖の協力を得ながら，自社製品専門の卸売りの販売会社すなわち販社を設立していった。資
生堂では， 1928年8月に水谷友吉商庖の資生堂中京地方卸部を独立させて，名古屋資生堂販
売株式会社を設立した (39)。中山太陽堂の関係では 1934年2月に設立された名古屋クラブ特
定品販売株式会社で，中東商庖，原錦粧堂，水谷商庖，井津屋本庖などが経営陣となっている (40)。
その4年10ヶ月後に設立された愛知県クラブ化粧品販売株式会社についてみると，表-4
に示されるように，やはり中東商庖の伊藤東兵衛が代表者となっており，同氏が中山太陽堂か
ら最も信頼されていた存在であったとみられる。中山太陽堂の関係者を除くと，村瀬俊ーや水
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谷藤助など名古屋市の有力庖の経営者や前述の丸五商会の関係者が経営陣・出資者として名を
連ねており，伊藤伊三郎も監査役に就いている。このことから，丸五商会の化粧品販売の実績
が認められ，その経営陣が愛知県クラブ化粧品販売株式会社の中心となったことがうかがわれ
よう。伊藤伊三郎商庖も，スピンアウトさせた事業とはいえ， こうして愛知県の化粧品の有力
商として次第に認められるようになっていった。
表-4 愛知県クラブ化粧品販売会社の概要 (1938年 12月)
設立年月 1938(昭和13)年7月
所在地 名古屋市菅原町3-11
資本金(円) 公称 150，000 払込 75，000 
|年商(予定)(円) 450，000 
代表 伊藤東兵衛
専務 伊藤東兵衛 (中東商庖) 名古屋市 600株
村瀬俊一 (村瀬谷一郎商fi!i)名古屋市 300株
常務 水谷藤助 (水谷商庖) 名古屋市 200株
小林正義 (中山太陽堂) 大阪市 200株
経営陣 鈴木丈八 (鈴木丈八商庖) 西尾町 100 
取締役 梶浦倉一 (梶浦商庖) 名古屋市 100 原因常吉
(轟
名古屋市 100 
原 顕則 名古屋市 100 
井完E原治 岡崎市 100 
監査役 伊EE伊ニ郎 名古屋市 100 
中山太一 大阪市 200 
(出典)Iクラブ特定品販売株式会社機構概況報告J(昭和13年12月調査)(花王石鹸株式会社長瀬商会19401f.
対策委員会『販売網調査報告4刷所収)3頁，成田茄ー 『昭和 11年小I/Ij物化粧品商報H東京小IHJ物化粧品商報社，
1936年)，同『昭和 13年小間物化粧品商報j(同社， 1938年)。
ところで，メーカーの販売会社に対して，ライオン石鹸名古屋配給所のように分離独立組織
として対応したり，あるいは丸五商会や愛知県クラブ化粧品販売株式会社のように同業他社と
の共同の出資・経営による別会社として対応する方法は，この時期から戦後の 1960年代にか
けて，他の地域の有力却企業についてもみられたことである川。このようなスピンアウト戦
略や共同出資企業の設立の戦略は，メーカーの前方統合的な販売戦略に対する，流通の中間段
階に位置する却企業による川上方向への対応措置として注目しておきたい。
⑤蝋燭製造工場の経営
伊藤伊三郎商庖では，石鹸や化粧品などの卸業者としての事業のほか，創業の生業である蝋
燭の製造と却売も継続した。創業の事業であった人力蝋燭は自家製造であったが，後に取り扱
うようになった洋蝋燭は，大阪の中村惣吉商庖(後の東洋ローソク株式会社)から新案特許の
長保ローソクとともに仕入れて販売していた。この仕入れにともなう運賃が価格競争上のネッ
24 一一経 営 論 集一一
クとなっていたので.伊藤伊では中村惣吉商庖と協議のうえ.名古屋市に工場をもつこととし
た。 1932(昭和7)年の夏.両社の共同出資で，名古屋市南部の工場地帯の堀田地区瑞穂区
新開町に 500坪の土地を購入し 工場を建設し「共進社」と命名した。これが，後の伊藤伊の
堀田工場となる。ちなみに.意図した命名であるか否か確認できていないが，大阪で宮崎奈良
次郎が1909(明治42)年に創業した共進杜石鹸製造所(牛乳石鹸)と同ーの名称であること
は興味深い制。
蝋燭の販売競争が激しくなるなかで，同工場は量産と量販に努め，東海地域のほか，滋賀県，
京都府へと得意先を拡げた。しかし赤字決算から脱することができず，共同経営者の中村氏
は手を号|いてしまったので，伊藤伊による単独経営となった。
しかしその後も経営は好転しなかった。やがて，戦時体制に移行するなかで• i:羊蝋燭が統
制品となり，主原料のパラフインとステアリン酸が全国200の工場に割り当てられ.製品の
70%が供出となった。製品の配給は県単位組合と軍が中心で，一般市販品は2割程度に制限さ
れた。原料が割り当てられ，販売面の買上も一定程度まで保証されているため，工場経営は名
目上は好転した (43)。もちろん，自由な市場経済下での経営の好転とは言い難い。
蝋燭のほか，石鹸，燐寸.蚊取線香など，伊藤伊の主な扱い品の 90パーセントが統制品と
なった。価格と配給経路が公的に定められたため，自由競争による利潤獲得が許されず，伊藤
伊の経営は苦しくなっていった。伊藤弥太郎は，このとき化粧品には統制が布かれなかったの
で，前述の化粧品取扱の全廃が悔やまれたという刷。
しかし化粧品について統制がなかったわけではない。 1941年5月には.不足する原料の
割当のため化粧品工業組合連合会が設けられた。また各地で 配給経路としての化粧品卸業統
制組合も設立された。シャンプーや歯磨には物品税が課税され， しかも増税が重ねられた。容
器不足から製造中止となる化粧品が出たり，容器の規格も制定された。また，化粧品の販売会
社・メーカーがともに容器回収に努力を傾けることになった。統制外の代用原料による「化粧品」
が製造され，販売された。伊藤弥太郎が悔やんだというのは.そもそも品不足で「売手市場で
あった」ことや，そうした統制外商品の販売に活路があったと思つてのことであったろう刷。
⑥岐阜支店と四日市支庖
戦時期の 1941年8月29日，伊藤伊三郎商庖では，岐阜市(元浜町7番地)と四日市市(浜
町103番地)に支庖を開設して，三重県と岐阜県での販売拠点とした。これら2つの支屈の営
業活動の実態は不明であるが，いずれも終戦翌年の 1946年9月17日に廃止している (46)。
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2.戦時期から戦後復興期の経営
次に，戦時から戦後期の経済統制への対応と業界での伊藤伊および経営者の位置づけを確認
するとともに，戦後復興期の経営再建過程の所有と経営の特徴などについてみてみよう。
(1)業界組織と戦時の経営
①名古屋地区の業界組織
名古屋地区では，すでに 1930年代に表ー 5に示すような業界組合ができていた。ここには，
設立が最も早い石鹸製造から，設立が新しく組合数が最多の化粧品の小売まで示されているが，
卸商関係では名古屋小間物卸商組合と名古屋荒物雑貨卸商組合が示されている。蝋燭を除く当
時の伊藤伊の業務内容でみると，名古屋小間物卸商組合が関連が深いであろう。組合長の森本
善七は，名古屋銀行，日本車輔， 日本撚糸，東陽倉庫などの取締役も務め，東京の日本橋横山
町に森本商店の支庖を設けるほどの展開をしていた (47)。
表-5 名古屋市内の商業組合を除く業界組合 (1934年)
合名
名古屋小間物卸商組合
名古屋化粧品小売業組合
名古屋香油商組合
名古屋石鹸製造組合
名古屋組綿商組合
名古屋袋物卸商組合
名古屋金属小間物製造開業組合
名古屋遺物雑貨卸商組合
雇 E
1919年1月
1926年10月
1924年6月
1886年2月
1909年2月
1919年12月
1919年10月
1lli主!l!
堕室生
名古屋市中区白川町5の27
名古屋市西区日津町野合170
名古屋市中区白川町5の27
名古屋市東区水筒先町2の8
名古屋市中区白川町5の27
名古屋市中区白川町5の27
名古屋市中区南新町3の5 竹市代吉
名古屋市西区伝馬町1T目荒川方|荒Jllj
合
30 
2，300 
12 
14 
20 
19 
75 
25 
(注)竹内代吉の名前の「代」の表記は前掲『昭和 10年小間物化粧品年鑑.141頁では「大」となっているが，r昭
和 1年小間物化粧品年鑑J249頁・ 311頁やその他の関係史料では「代」となっている。ここでは，これらの
表記にしたがい「代」としている。
(出典)広田嘉一編『昭和 10年小間物化粧品年鑑.1 (東京小間物化粧品商報社， 1935年1月)41頁，同『昭和
1年小間物化粧品年鑑.1 (同社， 1936年1月)248 -250頁， 310 -313頁。
表-6 名古屋市内の業界関連の商業組合 (1934年)
(出典)前掲『昭和 10年小間物化粧品年鑑.152頁，前掲『昭和 1年小間物化粧品年鑑J248-250頁，310-313頁。
この他に，この時期の名古屋地区に存在した小間物・化粧品の卸業者が集った業界組織と
しては，共同仕入と親睦を目的に 1926(大正15)年1月に創設された商栄会，本舗側代理屈
側双方の懇親・研究を目的として 1932(昭和7)年5月1日に設立された十一日会，化粧品
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の共同仕入れを目的として 1933年1月に設立された草進会，優良化粧品の統制販売を目的に
1934年3月13日に設立された名古屋化粧品統制聯盟会などがあった (48)。この組織は表-6に
示す名古屋化粧品卸商組合と関係する団体と思われるが その詳細は不明である。ただしこ
れらのいずれにおいても伊藤伊および伊藤弥太郎はまだ中心的存在で、はなかったようである。
②戦時中の石鹸配給統制組合
1942 (昭和 17)年6月1日 各地の石鹸工業組合が解散させられて，新たに日本石鹸工業
組合が設立された。その翌月の同年7月2日，商工次官通牒によって，各府県の卸商業組合が
府県単位の統制組合としてあらためて位置づけられることになった。同年同月 15日の創立総
会を経て，同月 25日.r石鹸，家庭用洗剤及石鹸生地ノ統制配給J(49)を目的とする日本石鹸
配給統制株式会社が設立された(印)。
愛知県でも，府県単位の新たな統制組合として 1942年1月5日に，愛知県化粧品卸商業組
合から分離して愛知県石鹸卸商業組合が仮登録された。同年 10月より，日本石鹸配給統制株
式会社から愛知県石鹸却商業組合を経て各地区の小売商業組合へ卸され消費者へ公定価格で販
売される配給が，実施に移されることとなった。愛知県石鹸却商業組合の仮登録段階では. 1 
日の出資金額は500円で 第l回払込金額は l口250円とし，それまでの卸業者の販売実績調
査にもとづいた各口数が設定された。総口数1.027口で，第l回払込金額は.25万6.750円の
払込金額となって，活動を開始することになった (511。この愛知県石鹸卸商業組合の設立に際
しては，大きな対立もあったが (52) 表-7に示すようなメンバーで1942年3月10日に正式
に設立された。
表-7 愛知県石鹸卸商業組合役員 (1943年)
役職 氏名
組合長 伊山藤口祐弥造太郎副組合長
理事 永井鎌吉
理事 横井竹松
理事 正村誠一
理事 岩田幸十郎
理事 白木松兵衛
理事 加藤孝三
理事 岩田逸作
理事 鈴木丈八
理事 木村安次郎
理事 伊東東兵衛
(注)永井鎌吉は.別の関係史料，から永井謙吉と思われる。
(出典)伊藤弥太郎『星霜j(伊藤伊株式会社. 1984年2月)50頁。
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この表で注目したいのは，伊藤弥太郎が副組合長に就任していることである。すでに伊藤伊
三郎商庖の営業部主任として，持病のあった伊三郎に代わって 1930(昭和5)年頃から采配
をふるっていたが， 1942 (昭和 17)年8月21日には，合名会社伊藤伊三郎商屈の代表社員に
就いた(53)0 38歳のことである。これにより，名実ともに伊藤伊の後継経営者となったのである。
と同時に，伊藤伊三郎の後継者として.業界内のとりまとめに尽力し，名古屋の業界内では知
られる存在となっていったのである。そうした実績や評価を反映しての副組合長就任であった
ろう。
③日本石鹸配給統制株式会社の株主
さらに注目したいのは，伊藤伊が戦時期の配給統制の中央組織である日本石鹸配給統制株式
会社の元売業者(卸業者)側の58名の株主の l人になっていたことである。
日本石鹸配給統制会社の経営陣は，東京の元売却業者2名，堺市の元売卸業者l名を除き，
他の 15名の経営陣は製造業者であった。資本金300万円，総株数6万株であったが，その
73.55%は製造業者が所有し，残る 24.65%が元却業者であった(刷。
そうした製造業者優位の体制下のことではあるが，元売却業者の l人として，合名会社伊藤
伊三郎商庖が160株を所有する株主となったのである(日)。その全発行済株式に対する比率は
0.91%，元売却業者の全所有株式に対する比率も 0.24%で36位にすぎなかったが，石鹸流通
の「元売業者」すなわち愛知県の配給経路の要を担う，実績のある卸業者として認められてい
たことが重要であろう。
前述のように，伊藤弥太郎は合名会社伊藤伊三郎商庖の経営者としてリーダシップを発揮す
るようになっていた。先にふれた愛知県内の統制組合たる愛知県石鹸卸商業組合の設立過程を
はじめ，さまざまな局面で， 38歳の若手経営者・弥太郎は，愛知県内の業界リーダーとして
も頭角を現していったのであろう。ただし，そうであったとしても 石鹸の販売実績がなけれ
ば，中央組織の株主や県内組合の副理事長にはなれなかったと思われる。ここでは，残念なが
らこの時期の伊藤伊の業績を確認する経営史料は発見できていないが，おそらく前述のライオ
ンとの関係や，さらには花王との取引期実績を拡大しながら愛知県内での実績を積んで，ここ
にいたったと推定される。
なお，配給統制会社設立後の公定価格は， 85グラム以上の浴用石鹸(従来の化粧石鹸から
改称)で統制会社の販売価格(統制会社から府県の却商業組合が購入する価格)1ダース 98銭，
卸商業組合価格(卸商業組合が地区小売商業組合に販売する価格) 1ダース l円4銭，小売価
格l個10銭，すなわち lダースあたり l円20銭であったとされる (56)。しかし，終戦時には，
極端なモノ不足のなかで石鹸は貴重品で， I標準小売価格 l個10銭の石鹸が，闇市では20円
で売られていたJ(57)という。
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(2)経営の再建と製品・商品の拡充
①廃嘘からの経営再開
1945 (昭和20)年3月12日午後1時頃の名古屋空襲で，伊藤弥太郎は永く住んでいた花
園町の住宅b 営業所も，倉庫も焼失した。同年3月20日，家族全員を伊藤弥太郎の郷里で
ある三重県桑名郡多度町に疎開させた。伊藤弥太郎は.その後，新開町の堀田工場の隠居宅に
寝泊まりしてローソクの製造を手伝いながら花園町の焼け跡の整理をしていた。同年5月17
日の空襲で，この最後の砦ともいうべき堀田工場i 倉庫とともに焼夷弾を浴び、た。幸いにし
て消し止めたが，家屋疎開命令の赤紙を張られた。すなわち「工場が全焼した以上居宅は疎
開すべきである」との命令で¥やむなく自己疎開の許可を取って，人夫を雇って壊し，焼失し
た旧営業所の防空壕として使っていた 16坪の地下室に起居することとなった(刻。
1945年8月15日の終戦直後 焼け跡に残された 16坪の地下室で寝起きしながら，ここを
根城として商売を始めた。同年9月16日地下室の上に古材を集めて8坪の小屋を建てた。
さらに同年 12月5日，当時の許可坪数16坪の倉庫を建てた。これによって「商売らしい恰好
ができて，うれしかったJと伊藤弥太郎は述懐している (59)。
翌年の 1946年l月17日に養母ったゑ(伊三郎夫人)を喪い 翌 1947年10月23日には伊
藤伊の創業者の義父・伊三郎を亡くした制。伊藤伊の後継経営者・弥太郎にとっては，日本
の政治・経済の大きな転換期のなかで，悲嘆にくれる自らを鼓舞しながらの再スタートで、あっ
たろう。同年 10月，旧庖舗跡に 20坪の総2階建の営業所を新築した。これと同時に，疎開家
屋としての命令で取り壊した住宅の移築の必要も感じて，親友の大工に依頼して着工し，翌
1947年3月10日に竣工した。疎開期間2年を経過して，旧焼跡に落成した住まいに家族全員
が帰宅することとなった (61)。
②新たな経営の布陣
伊藤弥太郎自身は徴兵検査で乙種合格であり，戦地に赴くことはなかったが，戦後，兵役に
服した人材も復員してきた (6ヘ身内では，伊藤弥太郎の実弟の伊藤(服部)語版 (ω は，弥
太郎の右腕としての役割を果たすこととなる。弥太郎が強いリーダーシップを発揮するなかで，
それを支えるシャーフ。な人柄で、あったという。後に伊藤昌弘が社長に就いてからは会長に就く。
戦前からの番頭格の人材では.小川勇吉，伊藤修(伊藤弥太郎夫人・としの親戚).伊藤忠勝
(通称、:南忠勝，伊藤弥太郎と同じ三重県桑名郡多度町出身).伊藤徳蔵(藤倉徳蔵，伊藤弥太
郎と同じ三重県桑名郡多度町出身)らが復員し，後述する出資社員として伊藤弥太郎の経営方
針すなわち後述する仲間卸拡充戦略を実践していくことになる。後にみるように，彼らの多く
が地方開拓の任を担うように配置されたのもそうした方針に沿ってのことで、あったろう。
一一伊藤伊にみる地域有力卸企業の経営基盤在形成過程一一 29 
③資本の継承と資本増加
所有の面の変更についてみると，他界から半年以上を経てのことになるが，弥太郎の養母っ
たゑは 1946年8月31日をもって退社とされた(同年9月9日登記)刷。また伊三郎他界の
直前の 1947年3月15日には 伊藤弥太郎が9万4000円を 弥太郎夫人の伊藤としが6000円
をそれぞれ増資するとともに，伊藤徳蔵.伊藤修，伊藤忠勝，伊藤(服部)清成，伊藤幸雄(弥
太郎の長男)の5名がl人当たり 5000円を出資して社員に加わることになった (65)。これらの
事情により，出資社と出資額は，表-8-1から表-8-2に示すように変更された。資本金
額は終戦翌年の7万円からその l年後に 18万9000円にまで増加したことになる。と同時に，
伊藤弥太郎が筆頭出資者となり，所有と経営両面のトッフ。に立ったことになる。所有面では，
義父と妻の分を合わせると， 87%近くの所有比率であり，それ以外の 13%余りの所有b 弥
太郎の親族や同郷の近しい者たちであったことがわかる。
表-8-1 資本金明細 (1946年3月2日)
氏名 出資金額(円) 出資比率(%)
伊藤伊ニ郎 52，000 74.29 
伊藤弥太郎 6，000 8.57 
伊藤ったゑ 6，000 8.57 
伊藤とし 6，000 8.57 
合計 70，000 100.00 
(出典)合名会社伊藤伊三郎商庖『昭和21年度決算報告昏J。
表- 8ー 2 資本金明細 (1947年3月15日)
氏名 出資金額(円) 出資比率(%)
伊藤伊ニ郎 52，000 27.51 
伊藤弥太郎 100，000 52.91 
伊藤とし 12，000 6.35 
伊藤徳蔵 5，000 2.65 
伊藤修 5，000 2.65 
伊藤忠勝 5，000 2.65 
伊藤清成 5，000 2.65 
伊藤幸雄 5，000 2.65 
合計 189.000 100.00 
(注)下記出典では伊藤さんとの出資額が15，000円とされているが，諸資料から正し
くは 12，000円である。
(出典)合名会社伊藤伊三郎商庖 rHB和22年度上半期仮決算書』および「社歴瞥J(合
名会社伊藤伊三郎商庖，作成年月不明であるが最終記述は 1965年3月l日)。
戦後インフレの進むなかで さらに資本金の増加は継続する。伊三郎他界翌月の同年 11月
25日には，伊藤伊三郎の持ち分のうち 3万円を伊藤弥太郎に， 2万2000円を伊藤としに，そ
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れぞれ譲渡して伊三郎の退社が合意され さらに伊藤としは出資を 1000円を増やすこととさ
れた。また小川勇吉が5000円を出資して社員となることも認められた制。これにより，表-
8-3に示されるように 19万5，000円の資本金となった。伊藤弥太郎・とし夫妻の所有比率
は85%近くで変更前と同様に大きな比率で、あった。
表-8-3 資本金明細 (1947年 1月25日)
氏名 出資金額(円) 出資比率(%)
伊藤弥太郎 130，000 66.67 
伊藤とし 35，000 17.95 
小川勇吉 5，000 2.56 
伊藤徳蔵 5，000 2.56 
伊藤修 5，000 2.56 
伊藤忠勝 5，000 2.56 
伊藤清成 5，000 2.56 
伊藤幸雄 5，000 2.56 
合計 195.000 100.00 
(出典)合名会社伊藤伊三郎商庖『昭和23年度上半期仮決算替』。
さらに， 1948 (昭和23)年6月l日には，伊藤弥太郎が7万円，伊藤としが6万5000円，
それぞれ出資を増やしまた伊藤徳蔵，伊藤修，伊藤忠勝，伊藤j育成，小川勇吉が各2万
5000円を追加出資して，さらに伊藤幸雄が4万5000円を追加出資することとされた (67) こ
れによって，表-8-4に示されるように， 50万円の資本金となった。翌 1949年7月25日
には，前年の8月1日に他界した伊藤幸雄の持ち分全部すなわち5万円をが伊藤千代子(伊藤
弥太郎の長女，鈴木堅二夫人)に譲渡することとしまた他の社員の出資額の増加も履行され
て側，表ー 8-5に示す通りとなった。この時点での資本金総額は80万円であるから，終戦
から約4年間で 1倍以上の資本増加となった。この2回の資本増加の過程での伊藤弥太郎・
とし夫妻の所有比率は60~ 70%であり，それ以外の者たちはおおむね6%台となったことが
わかる。
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表-8-4 資本金明細 (1948年6月1日)
氏名 出資金額(円) 出資比率(%)
伊藤弥太郎 200，000 40.00 
伊醸とし 100，000 20.00 
小川勇吉 30，000 6.00 
伊藤徳蔵 30，000 6.00 
伊藤修 30，000 6.00 
伊藤忠勝 30，000 6.00 I 
伊藤清成 30，000 6.00 I 
伊藤幸雄 50，000 10.00 
合計 500，000 100.00 
(出典)合名会社伊藤伊三郎商店『登記簿抄本j(昭和23年6月O日，名古屋法務事
務局)。※Oは判読不可。
表-8-5
氏名 出資金額(円) 出資比率作も)
伊藤弥太郎 350，000 43.75 
伊藤とし 150，000 18.75 
小川勇吉 50，000 6.25 
伊藤徳蔵 50，000 6.25 
伊藤修 50，000 6.25 
伊藤忠勝 50，000 6.25 
伊藤清成 50，000 6.25 
伊藤千代子 50.000 6.25 
合計 800，000 100.00 
(出典)合名会社伊藤伊三郎商庖『登記簿抄本J(昭和24年7月27日，名古屋法務局)。
いずれにせよ，この戦後の時期の合名会社伊藤伊三郎商庖の所有構造をみると，主人夫妻が
60 -80%台という圧倒的な所有比率を占め，それ以外を親戚・縁者で占めるという同族によ
る封鎖的な所有構造であったことがわかる。
④戦後の石鹸配給統制への対応
ところで，石鹸配給の中央統制機関は，その後，油脂全般の統制機関となって終戦を迎えた
後に解散した。油脂製品販売株式会社が新たな中央機関として機能したが， 1947年2月には
同社も解散した (69)。これは，同年同月の商工組合法廃止によって 各府県に新たに石鹸卸商
による共同組合が設立されることにともない，その連合体として新たに全日本石鹸類卸商業協
同組合連合会が中央配給機関としての機能をもっにいたったためである。愛知県でも愛知県石
鹸卸商業協同組合が設立された (70)。
その後，さまざまな議論や検討を経て， 1949 (昭和 24)年4月 15日，予約注文(クーポン)
制を基礎とする石鹸配給規則が制定・公布され 同年5月15日に施行された。これは，消費
者→小売庖→却庖→メーカーという経路で予約クーポン券が集められ，その集券実績に応じて
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メーカーに原料が割り当てられるシステムであった。このため，最終段階のメーカーによる流
通過程へのはたらきかけはもとより，流通の各段階で激しい集券競争が行われることとなった。
卸庖では，同業者の乱立を避けるために，共同出資による卸販売会社を設立する動きがあっ
た(71)。愛知県でも rnグループが名乗りを上げ」たという (72)。伊藤伊では「当時県単位石
鹸配給統制組合にて組織して居た，メンバーの70パーセントが打って一丸とな」ったグルー
プとともに(73¥1949年4月21日，名古屋市中村区大船町4丁目 7番地に資本金20万円をもっ
て愛知県石鹸販売株式会社を設立した (74)。表-9に示されるように，役員の多くは戦時期の
県内却配給統制機関であった表-7の愛知県石鹸卸商業組合のメンバーと重なっており，伊藤
弥太郎もそのひとりであった。このことから 戦時から戦後の復興期にかけて，配給統制機構
の担い手の連続面が確認できるとともに，伊藤伊の代表たる伊藤弥太郎が県内創業者の中心人
物であり続けたことがわかる。
表-9 愛知県石鹸販売株式会社役員 (1949年)
役職 氏名
役員 山口祐造
役員 伊藤弥太郎
役員 正村誠一
役員 横井竹松
役員 岩田幸十郎
役員 永井謙吉
役員 白木松兵衛
役員 岩田幸一
役員 植原信男
役員 加藤市右ヱ門
役員 加藤寿康
役員 細井登志雄
(出典)前掲『星翁J.66 -67頁。
石鹸の「クーポンの獲得戦は目に余る激しさとなり，泣かされた」という (75)。すなわち.["県
内の各地区を分担し地区毎に小売庖の方々を集め，供応をしながら，自由クーポン制の法規を
説明し切符を頂くよう懇請するのであるが，他のグループも同様な運動を展開して居るから，
小売業者は日和見式でなかなかまとまらず，泣くに泣けないJ状況であったという (76)。それ
でも.r 3か月の血みどろの獲得戦の結果は，愛知県329万5155票」のうち，伊藤伊が 1160
万4781票の過半数を獲得することに成功したJのであった(77)。
このとき，花王石鹸についても積極的な集券が行われ，このクーポンのメーカーへの還流と
いうシステムのなかで，花王との取引が強化されたとみられる (78)。
石鹸配給規則は1950年7月20日をもって廃止され，石鹸生産の復興とともに，市場経済へ
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の移行が次第に進むこととなった。戦時中に東京地区のライオン油脂のクーポン集券の要に位
置していたライオン商事 (79)は.戦時中・戦後の配給統制で関係を構築した地方有力卸庖への
販売も行った。その関係で¥愛知県では伊藤伊は依然として有力取引先庖であり， 1950年9
月から翌1951年3月にかけて， 7，210円の取引実績を有していた制。
a伊藤伊太郎の経営理念と信用拡大
終戦後の物資欠乏下，伊藤弥太郎は， 1946年の秋頃より自由販売の途が開けた線香，歯磨.
歯ブラシはじめ日用品雑貨を，少量ずつながら，できるだけ「広範囲の需要者の方に販売する
ことが雑貨却業としての責務であり天職を全うすることでもある」との理念から努力を怠らな
かった。その範囲は，愛知はもとより，三重，岐阜，静岡，長野.山梨，福井，富山，滋賀の
各県に及ひ:各県の同業者の庖を訪問して取引を始めた。多くの商品が欠乏し「数多い得意先
の要求を満たす事の困難な時代であったので.どちらでも非常な歓迎を受けたJという (81)。
また，前述の戦後の石鹸配給クーポン制の下でも， I得意先の獲得合戦(小売庖・ 2次卸屈
の消費者からのクーポン集券競争一引用者)には各県お取引先への協力に東奔西走ご援助を惜
しまなかったお陰で信頼の度を深めJて， I此の営業姿勢が市場拡大政策につながった」とい
エ (82)
ノ O
このように，終戦直後に取引範囲と仲間取引の範囲を流通の川下方向に広げ，さらにその後
の石鹸配給統制期にそうした仲間取引やその先の小売店のみならず仕入先メーカーの信用度を
高めたとみることができる。このことは伊藤弥太郎の経営戦略の基盤を成してゆくこととなる。
3.高度成長期の経営展開
ここでは，高度成長前半期における伊藤伊の経営発展とその特徴についてみてみたい。これ
に際しては， 2代目経営者による経営戦略と組織.工場や営業所の活動と実績，メーカーとの
取引実績などを中心に検討してみたい。
(1)伊藤弥太郎の経営戦略と組織
①取扱商品の拡充
表-10は伊藤伊三郎商庖の主な新規取引開始の歩みを一覧にしたものである。これをみる
と，高度経済成長の始まる 1950年代半ば頃から，取扱品目が拡がったことがわかる。蝋燭の
関係品である線香，石鹸，殺虫剤といった従来の取扱品目に加えて.蝿取り紙，剃万，脱脂綿，
蛍光染料，電球，乾電池，配娘器具.ワックス，入浴剤，生理用品.紙製品芳香剤など今
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日の日用雑貨で扱う主な製品群をおおむねカバーするにいたったといってよいであろう。 1957
年1月の松下電器との取引開始に際しては，ホーム用品課を新設して，電気製品のみならず
ホーム用品雑貨の営業の専門部署とした(問。
表-10 主な取引の開始履歴
年(月日) 取引先 取扱商品
1907-10年頃 株式会社孔官堂 線香
1909-24年頃 牛乳石厳共進社株式会社 石鹸
1921年頃 キング株式会社 殺虫剤
1921年頃 大日本除虫菊株式会社 金鳥(殺虫剤)
1925-30年頃 株式会社日本香蛍 線香
1927年 由利石鹸(後のマダム石鹸株式会社) 石鹸
1920年頃 小林商后 歯磨
1929-30年 ライオン右鹸 石鹸
1931年 花王石鹸株式会社長瀬商会 石鹸
1951年 カモヰ加工紙株式会社 蝿取り紙
1954年 貝印刃物株式会社 貝印カミソリ
1950-60年頃 天使株式会社 天使綿(局方脱脂綿)
1956年 株式会社鎌田商会(後の株式会社自元) 白元(蛍光染料)，パラ、ノール
1957年(11月2日) 松下電器産業株式会社 電球，乾電池
1960年(12月) フェザー安全剃万株式会社 安全剃刀
1961年(4月) 株式会社ケントク(後のジョンソン株式会社)名古屋支庖 床用・家具用・自動車用ツヤ出しワックス
1961年(8月頃) 株式会社津村順天堂 パスクリーン(入浴剤)
1960年 ジョンソン・エンド・ジョンソン株式会社 ジョンソン・ベビーパウダー
1962年(10月) 松下電工株式会社
自ア己ン線ネ器ナ具プキン1963年 アンネ株式会社
1964年(2月) 大成化工(後のユニチャーム) チャームナプキン
1966年(12月1日) 尚平日化工株式会社 ピニロープ(犠化ビニール製手袋)
1970年 小林製薬株式会社 ブルーレット
1971年 王子ティッシュ株式会社 ネピア(ティッシュ・ペーI~ー)
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1978~(4月) 藤日本沢薬リー品パ工株業式株会式社会社 ラックスト(化(芳粧香石防鹸臭)剤)ピコレツ
(出典)伊藤弥太郎『星霜J(伊藤伊株式会社， 1984年2月)69-70頁および93-181頁。
新規の取引開始の要因は，この時期の愛・三・岐地区での伊藤伊三郎商庖および伊藤弥太郎
の信用度の高さであった。松下電器は自社の知人の金物業界の方 (84) 津村順天堂の場合も中
央物産の丸山社長(おアンネでは三井銀行の上前津支庖長(部王子ティッシュは花王の豊田
達治常務 (87)などの紹介であった。またケントク (1962年にジョンソンと提携しジョンソン
株式会社となる)では，名古屋支庖の全員が小売底活動を通じて卸庖の調査を行った結果，伊
藤伊三郎商庖が「東海，北陸，甲信越，近畿地区の流通業界の最大手であり，同時にお得意先
の評判も他に類のない，りっぱな評価であ」ったので 取引を開始した制。さらに尚和化工
のように，当時の伊藤伊三郎商庖の声価にかんがみてのことと思われるが， I中部地区はもち
ろんのこと，広く商圏をお持ちの伊藤伊さんに 何としてもお世話になりたいと思い，中部地
区の日用雑貨を御社(伊藤伊三郎商庖一引用者)にお任せ」した場合もあった倒。
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②仲間取引の拡充
高度成長期に仕入先の拡充により取扱商品分野を拡充したことによって，販売市場も拡げる
必要があった。このために伊藤弥太郎が積極的に示した経営戦略は，従来にもまして広範囲に
およぶ仲間取引の拡大であった。
伊藤伊は，上述のように多くのメーカーとの関係で愛知・三重・岐阜の総代理屈の地位を確
保することとなった。これらの地域のほか，静岡，長野，山梨，新潟および北陸3県の福井，
石川，富山および滋賀，京都の広い範囲にわたって 帳合先の仲間卸屈を開拓していった。ま
た後述する大阪営業所を拠点に大阪市以西下関までも進出した(鈎)0 1958 (昭和33)年1月
時点で，販売先庖数は約2，000庖におよび そのうち約7割が仲間卸で.残りの3割が小売卸
であった (91)。
伊藤伊を総代理庖として位置づけることで.仕入先メーカーにとっては，さしあたって市場
開拓コストをかけずに自社製品の市場浸透をはかることができる。伊藤伊にとっては，広範囲
におよぶ比較的長期の仲間取引先を確保することで，その仲間却の販売先である拠点周辺地域
の複数の小売庖を販路として確保できる。このことは，伊藤伊にとってもコスト節約的な販路
確保という意味をもった。さらに伊藤伊にとっては，これによって安定的な帳合料収入(おお
むね卸価格の 2，5%から 3%)をメーカーから確保することができる。このため，伊藤弥太郎
は「商取引の円滑をはかるには総ての取引先との融和と互敬と信頼の上に立って愛情と親切を
忘れてはならない」という営業方針を説いている (92)。広範囲の仲間取引の拡大という経営戦
略は， 1965 (昭和40)年に伊藤弥太郎の次男の伊藤昌弘が入庖した頃まで継続していたとい
ム (93)ノ。
この仲間卸を中心とする取引構造の実態と特徴については 後にやや詳しくみることにした
U 、。
③ 1955年頃の組織と人員配置
図-1は， 1955年1月頃の伊藤伊三郎商庖の大まかな組織図である。伊藤伊創業の 1904(明
治37)年1月生まれの伊藤弥太郎(数え年で52歳)を経営トップの代表社員とし，総務，販売，
倉庫，後述する大阪営業所と堀田工場の5部門に分かれている。
本社スタッフの総務部門は.弥太郎の実弟の服部清成が主帳簿担当として配置されており，
経理部門の管理者の立場に置かれている。補助簿担当には， i!f水を除けば，若手の従業員が配
置されており， 日常の帳簿記録を担当したと思われる。
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図-1 合名会社伊藤伊三郎商庖組織図 (1955年1月噴)
(出典)合名会社伊藤伊三郎商庖『第28回決算瞥j(昭和 33年1月28日)所収「組織図」および伊藤伊関係
者への聞き取り調査による。
販売部門では.服部と同様に出資社員であった小川勇吉.伊藤徳蔵，伊藤修，伊藤忠勝が地
方係に配置されている。前述のように，伊藤弥太郎の経営戦略は，多くの商品を広い営業エリ
アで販売し仲間取引を尊重することであったから，各担当地域での商談は重要であった。こ
のため，無限責任社員たる要人たちがその任に当たることになったのであろう。その意味で.
この販売部・地方係の陣容は，伊藤弥太郎の経営戦略を実現するうえで、重要な役割を担った部
門であるといえる。
大阪市以西下関までを担当する大阪営業所の所長には遠縁の伊藤忠雄，堀田工場長には伊藤
弥太郎の長女の千代子の主人である鈴木堅二(後に出資社員)がそれぞれ配置されてる。いず
れも，出資社員に関係する要人が配置されていることがわかる。ただし.やはり伊藤伊のなか
では中部地域が中心であり，西日本エリアの販売を担う大阪営業所は周辺的な位置づけであっ
たろう。
人員規模は，雇用形態の違いは不明で、あるが，本屈が総務8名，販売 14名，倉庫 14名で計
36名，大阪営業所6名，堀田工場5名である。代表社員を含めると，全体として 48名の人的
規模であった。
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④資本増加と所有構造
高度成長期の取引の種類と営業範囲の拡大過程で 合名会社伊藤伊三郎商庖は，表一 1に
示すように，出資資本を増加させていった。 1954年6月3日には，表-8-5でみた 1949年
7月25日の80万円の1.5倍程度の増加の 120万円であった。しかし 1956年5月29日には
4倍の480万円， 1960年5月29日にはその倍額の960万円， 1965年3月にはさらにその倍額
の1.920万円と大幅な資本増加となった。
所有比率をみると，表-11に示されるように，伊藤弥太郎が43.75%，妻の伊藤としが
18.75%となっており，この比率はこの時期の増資過程を通じて一定である。夫妻合わせても
62.5%であり，表8-4の1948年6月の資本増加の時期を除けば， 1940年代の時期よりも少
し所有比率が下がっていることがわかる。
伊藤弥太郎・とし夫妻以外の者についてみると 弥太郎長女の鈴木千代子とその夫の鈴木堅
二の所有比率が合わせて6.25%であるが，それ以外の者はそれぞれ6.25%と同ーの所有比率で，
これもこの期間に変化はない。
いずれにしても，主人夫妻の所有比率が60%以上の高い比率を占め，それ以外の出資者が
同族および近しい者たちの少人数で占められているという所有構造が， 1940年代の時期と変
わってはいなかったことがわかる。
表一 1 合名会社伊藤伊・伊藤伊合名会社の増資過程 (1954~ 1965年)
氏名 1954 
6月3日 1956牢5月29日 1960年5月29日 1965茸3月1日
出資金額(円) 出資比率(軸) 出資金額円 出資比率(切) 出資金額(円) 出資比率拍) 出資金額(円 出資比率同)
伊藤弥太郎 525.000 43.75 2.100.000 43.75 4.200.000 43.75 8.400.000 43.75 
伊藤とし 225.000 18.75 900.000 18.75 1.800.000 18.75 3.600.000 18.75 
小川勇吉 75.000 6.25 300.000 6.25 600.000 6.25 1.200.000 6.25 
伊藤徳蔵 75.000 6.25 300.000 6.25 600.000 6.25 1.200.000 6.25 
伊藤修 75.000 6.25 300.000 6.25 600.000 6.25 1.200.000 6.25 
伊藤忠勝 75.000 6.25 300.000 6.25 600.000 6.25 1.200.000 6.25 
服部清成 75.000 6.25 300.000 6.25 600.000 6.25 1.200.000 6.25 
鈴木千代子 75.000 6.25 300.000 3.13 600.000 3.13 
鈴木堅一 300.000 6.25 300.000 3.13 600.000 3.13 
合計 .200.000 100.00 4.800.000 100.00 9.600.000 100.00 19.200.000 100.00 
(出典)合名会社伊藤伊三郎商庖『第27回決算書.1(昭和29年1月28日)，同『第29回決算書.1 (昭和31年
1月お日)， r登記簿抄本j(昭和35年6月3日，名古屋法務局)， ["社歴書J(合名会社伊藤伊三郎商庖，作成
年月不明だが最終記述は 1965年3月1日となっている)。
(2)工場の再建と営業所の活動
①堀田工場の再建と製造品目の転換
ところで，戦後，伊藤伊では，配給制度が変転するなかで本社の営業の立て直しを急がなけ
ればならなかったが，その一方で，前述のように戦災で焼失した堀田工場の再建は放置された
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ままであった。本社の営業が軌道に乗るとともに，工場の再建をはかることとなった酬。再
建のあり方を検討するなかで，かつての蝋燭の生産では今後の発展は望めないので，当時の時
流に乗って粉石鹸の生産を始めることとなった。しかし未経験の技術であったので，鈴木取
締役が大阪の明星石鹸株式会社の好意で実地研修を受けて，製造技術の習得に努めた。併行し
て，工場の建設が進められた。
1953年10月に設立された新工場では，チベット石鹸の製造を始め，このほかスタンダード，
ヒマラヤ，音羽などの商標の粉石鹸を発売し 数年間は順調な売上実績を残した (95)。しかし，
1951年発売の花王粉せんたく(1953年にソープレスソープ・ワンダフルに改称).日産化学の
ニッサンウェット，三池合成のミケソープ，ライオン油脂のライポンなど，次々と合成洗剤が
発売され.1950年代後半まで、伸び、た粉石鹸の生産は横ばいとなり.1960年には合成石鹸の生
産高が粉石鹸を超えた。その後は，合成石鹸が急速な伸びを示すこととなった (96)。
こうした変化のなかで. 1963年頃から粉石鹸生産を中心とする工場経営は難しい局面を迎
え，製造品目の転換を余儀なくされた。社内会議を重ねた結果 創業当時から専門としてきた
洋ローソクの再建をはかるべきとの意見が出された。その採算が今日的に不利で、あっても，創
業者伊藤伊三部の遺志を継ぐ意義もあるという見解が加えられて，蝋燭生産再開の結論に達し
た。このため工場の一部を改装して，機械と資材を購入し製造技術を導入した。これにより，
i羊蝋燭を主軸に，ダイヤモンド金属磨， トイレ洗剤タイルキレー， トイレ香水， ダイヤ食器洗
剤などの製造も開始した問。
堀田工場は，表-12に示されるように.1957年1月期までは500万円台の総資産であったが，
その次の時期から大きくなり 1960年代には1.100万円から1.300万円台の規模となった。また，
同表に示されるように，合名会社伊藤伊三郎商庖からの資金提供の「本庖勘定」が大きな割合
を占めており，第31回~第33回および第39回を除くと，その比率は70~80 パーセント台
であった。本庖の大きな支えによって運営されていたことがわかる。
業績をみると，表-13に示されるように. 1.100万円台から1.700万円台の売上高を維持し
ていた。すなわち前述の総資産とほぼ同様の売上を維持していたので，総資本回転率でみると
ほぼl回転前後の実績ということになる。しかし利益面では，第30固から第39回の 10期
間のうち，半分の時期で赤字となっており，なかなか単独で収益を安定させることは難しかっ
たとみられる。
②大阪営業所の活動
伊藤伊三郎商庖の名古屋市の本庖・営業所以外の営業拠点としては，前述のように 1946年
9月に閉鎖された岐阜支庖と四日市支屈があった。 1952(昭和27)年3月には，関西への進
表-12 堀田工場の総資本・本庖勘定 (1956年1月29日'"1966年1月28日)
(出典)合名会社伊藤伊三郎商庖(堀田工場)r第30回~第37回決算沓l伊藤伊合名会社(堀田工場)r第38回~第40回決算書』。
表一 13 堀田工場の売上・利益 (1956年1月29日'"1966年1月28日)
(注1)第36回以降は「ヘヤ ドライヤー売上高J(銭湯に設置したヘヤードライヤーの賃貸料金)の科目がある(第36回で120.780円)が，これは売上高に
加えている。
(注2)第38回にはブロック売上高 (497.441円)の科目があるが，これも「へヤードライヤー売上高」と同様に売上高として合算している。
(出典)合名会社伊藤伊三郎商庖(堀田工場)r第30回~第37回決算書1.伊藤伊合名会社(堀田工場)r第38回~第40回決算書j。
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出を図り，大阪市西成区阿波座1丁目に大阪営業所を開設した。その営業範囲は，大阪から下
関までとされたが (98)が 人員数は1956年時点で8名 1963 年時点でも 9~ 1名であり，伊
藤伊のなかでは小規模な拠点であった (99)。
表-14に示されるように，堀田工場と同様に，名古屋本庖からの融資が充当されており，
その比率は第30回は高いが，それ以外の時期は堀田工場よりは低く 30%未満であった。
売上高をみると.表-15に示されるように.この高度成長期の前期に確実に伸びており.
第36回(1963年1月)には第30回(1957年1月)の3倍にも達していることがわかる。
ただし売上総利益率(粗利)をみると必ずしも大きくなく，第36回以降は3%未満で・あった。
ここで少し注意しなければならないのは，まず仲間取引の場合，小売屈での小売価格を同一
に設定させるという趣旨から，仕入原価と売上高が同一で売上総利益(粗利)がゼロであるこ
とである。さらに，仲間取引の帳合品に関わる帳合料が，仕入原価から即歩引きされて原価が
減額される場合があることである(]∞)。
前者の粗利ゼロということは，伊藤三郎商屈のように仲間取引の比率が大きい卸庖の売上総
利益が比較的小さくなることを意味する。また後者の帳合料原価減額との関連については，こ
の場合，売上高がその分だけ嵩上げされて売上総利益額が大きくなる。そうした状況もあると
すれば，とくに仲間取引への依存度が低い卸庖との比較の際には.嵩上げ分を差し号|いてここ
での売上総利益率はさらに低く見積もってみる見方も必要で、あろう。
大阪営業所の純利益を見ると これも変動があり.安定していなかった。第39回(1966年
1月)には，欠損となっている。
取引先メーカーとの取引実態をみる lつの指標として，表-16に示した信認金勘定があろ
う。これは取引担保金であるが取引実績に応じて加減されると推定される。しかも.おそら
く庖入品ではなく帳合品に関わる取引額であろう。全体として，信認金の総額は著しく増加す
る傾向がみられ，第39回 (1966年1月)には第30回 0957年1月)の70倍以上にもなっ
ている。仕入先(購買先)別にみると，第3回(1960年1月)まではライオン油脂.丸見屋，
花王石鹸などがあるが，第34回 (1961年1月)にはライオン歯磨と大日本除虫菊が加わり，
さらに第35回 0962年1月)には共進杜(牛乳石鹸)とサンスターが加わっている。その
次の時期からは松井燐寸なども加わり，次第に長期的取引の大口仕入先が増えていったことが
わかる。この傾向は，前述の売上高の増加傾向と連動したものとみることができょう。
一方，これにともない販売先も広がっていった。しかしながら，表ー 17に示されるように，
販売先の経営悪化にともなう貸倒金(債権放棄)の金額も増えていった。販売先の経営悪化の
大きな要因のひとつは乱売による不毛な競争であり (01) そのことが大阪営業所の経営にもマ
イナスの影響を与ることになった。その後i 激化する競争下で営業不振が続いたので，大阪
表-14 大阪営業所の総資本・本庖勘定(1956年 1月29日-1966年 1月28日)
???
?????? ???
??
?? ????
(注)円未満は四捨五入した。
(出典)合名会社伊藤伊三郎商庖(大阪営業所)r第30回~第37回決算害1.伊藤伊合名会社(大阪営業所)r第38回~第40回決算書』。
表-15 大阪営業所の売上・売上総利益(率)・純利益 (1956年 11月29日-1966年 1月28日)
期 第30回 第31回 第32回 第33回 第34固 第35回 第36回 第37回 第38回 第39回
時期{年・月'8) 1956年1月29日 1957年1月29日 1958年1月29日 1959年1月29日 1960年1月29日 1961年1月29日 1962年1月29日 1963年1月29日 1964年1月29日 1965年1月29日
-1957年1月28目 -1958年1月四日 -1959年1月28目 -1960年1月28日 -1961年1月初日 -1962年1月28日 -1963年1月28日 -1964年1月初日 -1965年1月28日 -1966年1月28日
売上首高商品{円在)A 28.202.540 33.548.976 39.893目972 47.965.704 69.544.840 76.627.001 84.859.876 92.476目168 93.562.012 91.706.574 
期高(円)B 2.459.820 2.421.897 2.700.943 2.707.725 3.226.339 4.492.267 4.260.674 5∞5.719 5.601.055 6.051.636 
商品仕入高(門)C 26.076.157 31.560.125 37.969.934 46.013.775 67.226.222 73.401.064 83.255.667 91.486.788 91.373.968 90.345.663 
期末商品在高(円)D 2.421.897 2.7∞.943 2.707.725 3.226.339 4.492.267 4.260.674 5.005.719 5.601.055 6.051.636 6.925.064 
売上原価{円)E(B+C-D) 26.114.080 31.281.079 37.963.152 45.495.161 65.960.294 73.632.657 82.510.622 90.891.452 90.923.387 89.472.235 
売上総利益{円)F(A-E) 2.088.460 2.267.897 1.930.820 2.470.543 3.584.546 2.994.344 2.349.254 1.584.716 2.638.625 2.234.339 
売上総利益率(%)[(Fl刈x100) 7.41 6.76 4.84 5.15 5.15 3.91 2.77 1.71 2.82 2.44 
純利益(円) 225.∞o 17.176 169.772 729.551 640.315 1.253.290 308.983 825.298 206.965 ":'44.828 
(注)円未満は四捨五入した。
(出典)合名会社伊藤伊三郎商庖(大阪営業所)r第30回~第37回決算書1.伊藤伊合名会社(大阪営業所)r第38回~第40回決算書j。
???
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??????????
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表-16 大阪営業所の信認金勘定 (1956 年 11 月 29 日~1966年1月28日)
期 第30回 第31回 第32回 第33回 第34回 第35困 第36回 第37回 第38回 第39回
時期(年・月・日) 1956年1月29日 1957年1月29日 1958年1月29日 1959年1月29日 1960年1月29日 1961年1月29日 1962年1月29日 1963年1月29日 19倒年1月29日 1965年1月29日
-1957年1月28日 -1958年1月28日 -1959年1月28日 -1960年1月初日 -1961年1月28日 -1962年1月28日 -1963年1月28日 -1964年1月28日 -1965年日月28日 -1966年1月28日
花王石厳株式会社 20.162 44.765 120.457 319.917 283.630 517.534 709.318 891.119 1.071.707 1.116.569 
株式会社丸見屋 23目245 29.∞9 45.914 62.600 83.460 123.543 128.543 148.148 150，066 150.066 
ライオン油精株式会社 145，643 256.825 368.468 368.468 368.468 556.468 806.468 1.128.468 1.340.468 
ライオン歯磨株式会社 27.222 173.650 115.873 127.750 140.844 152.280 
大日本除虫菊株式会社 15.000 15.0∞ 15.∞o 15.0∞ 15.1∞o 15.000 
共進社，面目旨株式会社 100.∞o 230.0∞ 260.∞o 260.∞。 260.0∞ 
サンスヲー株式会社 48.450 59，7∞ 。
松井燐寸株式会社 13.678 13.678 13.678 13.678 
児玉商后 46.5∞ 80.500 84.5∞ 
大東燐寸株式会社 6目430 130 
信認金総額(円) 43.407 219.417 423.196 750目985 77.780 1.346.645 1.828.580 2.308.663 2.866.693 3.135.691 
(注)第39回の合計額は3.132.691円となって表示(貸借対照表の資産科目計上)の信認金総額と一致しないが，そのまま記載した。
(出典)合名会社伊藤伊三郎商店(大阪営業所)r第30回~第37回決算書i伊藤伊合名会社(大阪営業所)r第38図~第40回決算書j。
表-17 大阪営業所の貸倒金勘定 (1956 年 11 月 29 日~1966年1月28日)
塑
時期(年・月・日)
豆亘董亙E
(注)第37回には貸倒損失金の科目はない。ただし同期雑損失 (23.623円)に含まれている可能性もある。
(出典)合名会社伊藤伊三郎商底(大阪営業所)r第30回~第37回決算書J.伊藤伊合名会社(大阪営業所)r第38回~第40回決算書』。
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営業所は，後述する服部清成の判断で1971年3月に大福商事株式会社に譲渡した。建物自体は，
ダイトウ商事株式会社の営業所として活用されることとなった(則。
(3)ライオンとの関係と取引実績
①ライオン歯磨との関係
伊藤伊三郎商店は，すでにみてきたように，戦前からライオン歯磨やライオン油脂の有力庖
として認められ，戦中・戦後の配給統制を経て，愛・三・岐はじめ全国の代理庖のなかでも.
より主要な地位に位置づけられるようになる。
まずライオン歯磨との関係をみると， 1951 (昭和26)年に創業60周年(小林商庖創業から)
を記念して全国ライオン連合会が結成され，翌1952年にかけて，全国組織を支える地域組織
も結成され，基盤が固められた。この 1952年10月7日(東京ステーシヨンホテル)， 8日(熱
海)の両日，第l回ライオン会連合会理事会が開催され，伊藤弥太郎は5名の副議長のl人に
選出されている (103)。
②ライオン油脂との関係
ライオン油脂との関係では 1954年6月の東京地区ライオン石鹸会をはじめ，高度成長期
の初期の1956年から 1961年にかけて，九州 (1956年)，北海道(1957年)，東北，関東甲信越，
中部，四国，近畿 (1961年)の計8ブロックの卸庖組織が結成された。この地域組織を基礎に，
1963年10月に全国ライオン石鹸会が結成され(104) 伊藤弥太郎はこの全国組織の会長に就任
した(1ω。
③ライオン油脂売上ランキング
いま伊藤伊三郎商庖のライオンの相対的地位をみるために，ライオン油脂のなかでのランキ
ングをみてみることにしたい。表-18と表-19に示されるように，この1950年代半ばの伊
藤伊のライオン油性製品の販売額は全国首位となっている。したがって， この時期にはすでに
前述のような全国組織の代表を務めるにふさわしい実績を示していたといえる。
表-20は，伊藤伊株式会社設立の次年度の 1967年度のライオン油脂の主要代理屈の売上高
の上位20社を示している。これをみると 伊藤伊が全国の首位であり，表-18と表-19で
みた1950年代半ばから その地位を確保し続けていることがわかる。
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表-18 1955年度ライオン油指主要代理屈販売実績上位20社
順位 所在地 唐名 売上高(千円)
1名古屋 伊藤伊ニ郎商庖 75，280 
2北海道 丸田聯合 64.348 
3東京 野村商庖 53.965 
4北海道 ミクニ商事 46.487 
5東京 ライオン商事 43，443 
6東京 ときわ商事 40，432 
7東京 中央石鹸 36，107 
8新潟 共栄商事 35，050 
9東京 平木商庖 34.675 
10 静岡 千代鍛冶本庖 33，816 
1 東京 柳佐吉商庖 30.703 
12 栃木 小野川鍋次郎商庖 27，785 
13 八戸 工藤辰四郎商眉 21，335 
14 大津 西川商事 19，927 
15 検浜 霜回商庖 19，487 
16 岡山 天生堂物産 17.633 
17 東京 川野立志堂 15，969 
18 東京 油松商庖 13.665 
19 |和松歌山山 貴志商正宣工圏直 13，576 20 藤原 13.330 
(原典注)直需，原料，九州を除く。
(出典)ライオン株式会社所蔵『主要代理庖昭和30年販売実績』。
表-19 1956年度ライオン油指主要代理屈販売実績上位20社
順位 所在地 唐名 売上高(千円)
1名古屋 伊藤伊ニ郎商庖 86.592 
2東京 野村商庖 80，840 
3北海道 丸日聯合 67，900 
4東京 平木商庖 66，565 
5東京 ときわ商事 56，590 
6東京 中央石鹸 55，019 
7東京 ライオン商事 53，784 
8東京 柳佐吉商庖 48，695 
9静岡 千代鍛冶本庖 44，629 
10 北海道 ミクニ商事 38，932 
1 新潟 共栄商事 38.551 
12 横浜 霜田商庖 28，826 
13 大津 西川商事 27，480 
14 東京 油松商庖 25，590 
15 東京 川野立志堂 25，351 
16 栃木 小野川鍋次郎商庖 24，209 
17 岡山 天生堂物産 18，367 
18 八戸 工藤辰四郎商庖 18，149 
19 |和高歌松山 貴志商工 16，179 20 綾田商届 14.319 
(原典注)直需，原料，九州、|を除く。
(出典)ライオン株式会社所蔵『主要代理庖昭和31年販売実績』。
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表-20 1967年度ライオン油脂主要代理屈の売上高上位20杜
l順位 都道府県 売上高(円)
1愛知 伊中藤央伊石鹸 1，321，921，479 2東京 834.607.753 
3東京 平木商庖 778.403.015 
4北海道 丸田販売 633.244.277 
5東京 柳佐吉商庖 592.189.523 
6東京 野村商事 545.522.915 
7北海道 ミクニ商事 522，327，976 
8静岡 千代鍛治 521.264.568 
9新潟 共栄商事 512，894，383 
10 東京 ときわ商会 476，718，434 
1 群馬 小川屋 428，755，839 I 
12 沖縄 儀間商庖 362.549.736 
13 香川 綾田商庖 342.713.897 
14 滋賀 西川商事 327.941.497 
15 福岡 夏川本庖 324.197.677 
16 神奈川 霜田商庖 319，723，429 
17 千葉 鳥光商庖 302.226.134 
18 石川 石川油脂 300.538.155 
19 宮城 吉村広商 284，314，690 
20 大阪 植木商庖 274，385，033 
(注)都道府県名は，ライオン株式会社所蔵『主要代理庖名簿.I(昭和39年3月31日現在)，同(昭
和44年9月l日現在)による。
(出典)ライオン株式会社所蔵『油脂昭和42年度主要代理庖実績表.1(販売部営業課)。
④日本LB株式会社の取締役就任
ライオン歯磨との関係から派生したメーカーの流通戦略への対応という点では， 1964年6
月1日に設立された日本LB株式会社にもふれておかなかなければならない。同社は，アメリ
カのブリストル・マイヤーズ (Bristol-MyersCo.，以下BM社と略記)とライオン歯磨との技
術提携にもとづいて， BM社との提携商品すなわち LB製品を販売する目的で設立された(1則。
すでに， 1962年7月13日にBM社の全額出資による日本ブリストルマイヤーズ(以下， BM] 
社と略記)が設立されてから，ライオン歯磨では，整髪料のパイタリス，鎮痛剤パファリン，
制汗剤パンなどを扱うこととなった。その販売網をつくるに際して 従来のライオン歯磨の代
理屈網のなかにLB代理屈を設けたのである。これによって，市場を開拓し売上を向上させて
いった。しかし LB独自の流通経路強化と幅広いマーケテイングの必要から，メーカーと代
理庖の一体となった共同経営による販売体制ををあらためて構築することとなり，日本LB株
式会社が設立されることとなったのである。
資本金は500万円で， BM社とライオン歯磨および代理屈が分担出資する合弁会社であった。
伊藤伊もそれら代理庖のひとつであり.伊藤弥太郎は同社の取締役に就任した。
これによっても，ライオン歯磨の諸代理屈のなかで，伊藤弥太郎が重要な存在と認められて
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いたことがわかる (07)。
⑤全鹸連副会長就任と社名・事業目的の変更
また業界全体での役割として，伊藤弥太郎は， 1961年に設立された全国石鹸洗剤雑貨卸商
連合組合会の副会長も務めることになった oω)。
このように，伊藤弥太郎は，戦時中から戦後の信用と実績を基礎に，高度成長期には全国の
業界を代表する立場にまでになっていたのである。
その伊藤弥太郎が舵をとる合名会社伊藤伊三郎商店の方は，1964年1月29日の社員総会で，
定款第l条の社名を伊藤伊合名会社と変更する件を決議した。あわせて，定款第3条の事業目
的に「不動産の売買並に賃貸の業務及び之に附帯する一切の業務」の条文を追加することが決
議された oω)。
社名変更は， 1928 (昭和3)年以来の社名の合名会社伊藤伊三郎商庖の「伊三郎Jの頭文字
l文字を残して短かくしたわけであるが，社名の短縮化という戦後の傾向に沿った判断で，糸
井大乗先生の鑑定を受けたうえでのことであったという (10)。
事業目的については，1947(昭和22)年4月29日に従来の「石鹸雑貨の販売J，r洋蝋燭の販売J，
「油脂製品の販売」に，蝋燭と油脂製品の「製造」と「医薬品の販売」が加わっていた。さら
に前述の松下との取引などを反映して， 1963年1月28日には「電気器具製品・食料品・家具
及家庭器具一切の販売Jと「損害保険並に生命保険の代理業及之に附帯する一切の業務」が加
わった (11])。この 1964年1月の変更により，伊藤伊合名会社の事業目的は，①石鹸雑貨の販
売，②洋蝋燭の製造及販売，③油脂製品の製造及販売，④医薬品の販売，⑤電気器具製品・食
料品・家具及家庭器具一切の販売，⑤損害保険並に生命保険の代理業及び之に附帯する一切の
業務，⑦不動産の売買並に賃貸の業務及び之に附帯する一切の業務，③右に附帯する一切の業
務の8項目となった(ll2)。
また事業目的変更直前の 1964年9月には，建坪70坪，地下l階，地上6階，延坪490坪の
貸ピルの音羽ピルでデイングも竣工させ (13) 新しい事業の準備を整えた。
なお， 2年後の 1966(昭和41)年9月29日，経営環境の変化に対応するべく，新たに伊藤
伊株式会社を設立した。伊藤伊合名会社には，不動産事業と損保関係の業務だけを継続させ，
その営業のすべてを伊藤伊株式会社に継承させた。業務拡大にともなって，新しい本社ビルの
建設を進めていたが，これも同年1月5日に竣工した。資本を充実させ，資本自由化と圏内
競争に対処する態勢を整えるためでもあった (114)。
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4.経営実績とその特徴
最後に，戦後復興期から高度成長前半期までの伊藤伊の経営実績について，売上・利益のほ
か，出資とそれへの還元，仕入先と販売先との関係を捉える諸数値などを中心に検討すること
にしたい。
(1)売上と利益の増加
①売上の増加
前述の取引先メーカーと取扱商品の拡充販売地域の拡大堀田工場での製品販売などがあ
いまって，伊藤伊の売上は，先にみた大阪営業所，堀田工場を含む伊藤伊全体の数値でみると，
戦後復興期，経済自立期，高度成長期を通じて増加の傾向を辿った。表-21に示されるよう
に，戦後混乱期の第20回 (1947年1月)では1.125万円程度であったが，高度成長の始まっ
た第28回 (1955年1月)では5億6.40万円台となり，第32回(1959年1月)では 10億
円を超えた。そして，いわゆる 40年不況を脱して高度成長後半に入る第39回 (1966年1月)
では.37億円台となっている。
厳密にはインフレ率も考慮しなければならないが，大雑把にみて戦後から株式会社形態へ
の移行までの約20年間の合名会社時代で 330倍以上の伸びとなったことになる。ちなみに，
この間の資本増加は19万5千円から 1.920万円へと約98倍の増加であったから，それをはる
かにしのぐ増加率ということになる。
②売上総利益と当期利益の増加
売上総利益(粗利)についてみると，表-21に示されるように，第27回 (1954年1月)
や第32回 (1959年1月決算)のように対前期マイナスとなる時期もあったが，全体として
みると増加傾向を辿った。増加の規模をみると まず第20回 (1947年1月)の29万円から
次期 (1948年1月)の283万円へへと約10倍近く伸びた後，第39回 (1966年1月)では
l億4.106万円へと伸びている。したがって，第20回からみると約482倍，第21回からみても，
約50倍の伸びとなったことになる。
その売上高に対する比率すなわち売上総利益率についてみると，最も大きかったのは第22
回 (1949年1月)の8.49%であり，その次に大きかったのは第26回 (1953年1月)の8.
44%であった。これらと第21回を除いてみると，だいたい3-6%台の水準にあった。
参考までに 1965年の産業構造審議会の石鹸・洗剤却企業67社の調査からの引用史料による
と，この業界の卸企業の売上総利益率の平均値が6.29%であった(115)から.これと比べると，
表-21 合名会社伊藤伊三郎商底 (1946年11月29日-1964年1月28日)・伊藤伊合名会社 (1964年1月29日-1966年1月28日)の経営実績
期 第20ロ 軍21回 第22l<! 第23回 第24回 第25"' 第26回 第27回 箪28ロ 第29@
時期(年・月・日) 1946年1月29日 1947年1月四目 1948年1月29日 1949年1月羽田 1950年1.Fl29臼 ...1951年1月29日 1952年1月29日 1953年1月四目 1954年1月29目 1955年1，E129日
-1947年1月四目 -1948年1月四日 1ー949年1月28日 -19田年1月28日 -19引年1月28日 -1952年1月28日 -1953年1月28日 -1954年1月28日 -1955年1月四日 -1956年1月28日
資本金(円)(A) 195由加 5∞伎町 S凶.匹目 呂田，剖泊 8凹ι0∞ 8回以珂 s∞αm 1.2凹.曲目 1.2曲川河 4.駅間.出国
売上高商(円)(B) 11.251.195 39.320.543 86.173.440 175.298.938 321.741.170 341.917.887 379.128.708 487.769.178 564.498.921 631.048.071 
期首品高(円)(C) 276.田4 556.084 2.299.821 4.406.569 13.521.737 14.988.361 1.466.857 15.744.111 11.743.170 12.676.347 
商品仕入高(円)(0) 11.238.499 38.234.130 80.966.413 167.982.192 308.385.818 323.061.119 361.591.523 459.080.203 538.541.227 594.480.168 
期末商品高(円)(E) 556.084 2.299.821 4.406.569 7.210.898 14.988.361 13目995.977 15.923.640 11.743.170 12.676.347 15.671.667 
売よ原価(円)(円(C+O-E) 10.958.419 36.490.393 78.859.665 165.177.863 306.919.194 324.053.503 347.134.740 463.081.144 537.608.050 591.484.848 
売上総利益(円)(G)(日一F) 292.776 2.830.150 7.313.775 10.121.075 14.823.977 17.864.384 31.993.968 24.688.034 26.890.871 39.563.223 
売上総事l益率(同)(H)(G+BX1∞) 2.60 7.20 8.49 5.77 4.61 5.22 8.44 5.06 4.76 6.27 
純利益(円)(1) 58.46 114.109 348.744 766.863 665.204 1.163.706 1.927.185 4.579.302 6.150目413 12.355.394 
売上高利益率(同)(J)(I+BX 100) 0.52 0.29 0.40 0.44 0.21 0.34 0.51 0.94 1.09 1.96 
総資産額(千円)(K) 1.814目655 10目998.468 34.829.254 59.267.413 75.692.211 106.471.786 126.651.330 504.021.671 584.513.872 228.138.709 
配当金(円)(υ 60.356 240.0∞ 240脱却 。 。 150.0∞ 1.200.∞o 2.400.0∞ 
賞与(円)(M) 18.252 50.0∞ 5∞訓)0 。 日 o 2∞.C同O 5∞.αm 
配当率{崎)(N)(L+AX1凹) 7.54 30回 30∞ 12.50 1∞∞ 50∞ 
配当性本本出向貰利回益転資(崎本事数)比{(O9困6率))(({LO同P÷}(I(BI-同X÷K)1K∞{XA)  1÷回K) 
17.31 31.30 36.08 3.28 19.51 19.42 
社員 X 100) 10.75 4.55 2.30 1.35 1.06 0.75 0.63 0.24 0.21 2.10 
総資 3.22 1.04 1凹 1.29 0.88 1.09 1.52 0.91 1.05 5.42 
総資 6.20 3.58 2.47 2.96 4.25 3.21 2.99 0.97 0.97 2.77 
期 第30回 箪31ロ 第32ロ 第33回 第34回 第35回 第36回 第37回 霊~回 第39回
時期(年・月・日) 1956年1月29日 1957年1月29日 1958年1月29日 1959年1月29日 1960年1月29目 1961年1月29日 1962年1月29日 1963年1月29日
1964年1月29日 1965年1月29日
...1957年1月28日 ...1958年1月四日 ..1959年1月28日 ...1960年日月28日 ...1961年1月28日 -1962年1月28日 -1963年1月28日 -1964年1月28日 -1965年1月28日 ...196年1月28日
資本金(円)(A) 4.8田0∞ 4.800.0∞ 4.8曲，剖却 9.600.0∞ 9.600.田沼 9.6田.0∞ 9.6凹0∞ 9.600.0∞ 19.2凹凹O 19.2∞.0∞ 
売上高(円)(日) 713.530.766 832.898.846 1.023.937.044 1.264.627.150 1.569.510.299 1.839.060.578 2.187目460.693 2.676.537.677 3.215.406.723 3.758.584.852 
期首商品高(円)(C) 15.956.451 15.954.381 24.635.208 28.385.3∞ 39.412.960 34.271.794 39.830.401 57.661.435 63.386.556 114.735.562 
商品仕入高(円)(0) 672.118.453 798.020.084 987.059.416 1.225.994.075 1.496.868.101 1.756.779.370 2.128.410.953 2.579.479.545 3.144.320.992 3.581.811.525 
期末商品高(円)(E) 15.954.381 24.635.208 24.858.985 39.413.960 34.271.794 39.830.401 57.661.435 63.386.556 114.735.562 79.019.457 
売上原価(円)(F)(C+O-E) 672.120.523 789.339.257 986.835.639 1.214.965.415 1.502.∞9.267 1.751.220.763 2.110.579.919 2.573.754.424 3.092.971.986 3.617.527.630 
売上総利益(円)(G)(B-F) 41.410.243 43.559.589 37.101.405 49.661.735 67.501.032 87.839.815 76.880.774 102.783.253 122.434.737 141.057.222 
売よ総利益事(崎)(H)(G+Bx1曲) 5.80 5.23 3.62 3.93 4.30 4.78 3.51 3.84 3.81 3.75 
純利益(円)(1) 9.023.343 9.204.767 8.494.248 18.915.677 22.351.065 27，709.041 24.574.332 51.331.094 14.663.711 37.375.230 
売上高利益率(同)(J)(J+BX 100) 1.26 1.11 0.83 1.50 1.42 1.51 1.12 1.92 0.46 0.99 
総資産額(干円)(K) 287.220.288 367.175.484 454.023.058 682.032.095 695.137.315 787.037.763 959.046.510 1.206.960.473 1.476，119，014 1，656，986，838 
配当金(円)(υ 3.剖1.収刻。 4.8∞副知 1.440田川 2.160.0凹 3.360.0∞ 3，360，∞o 3，360，0∞ 3，360，0∞ 4.2凹，0叩 4.8田.0田
役員賞与(円)(M) 4凹，0叩 5凹回目 5回旺M日 5∞国国 1.0∞o∞ 1，3凹，凹O 1，2田，0叩 2，田0，0凹 2.5凹!凹O 2.5凹，0∞
配当率(%)(N)(L+AX1∞) 80凹 100.凹 30.00 22.50 35∞ 35∞ 35∞ 35∞ 21.88 25.00 
配当性向(軸)(O)(L+IX1叩) 42.56 52.15 16.95 11.42 15.03 12.13 13.67 6.55 28.64 12.84 
社員出資資本比率(P)(%)(A+KX 1凹) 1.67 1.31 1.06 1.41 1.38 1.22 1∞ 0.80 1.30 1.16 
総資本利益率(崎)(ω(J+KX100) 3.14 2.51 1.87 2.77 3.22 3.52 2.56 4.25 0.99 2.26 
観音本因証書聖(回日開{目+K) 2.48 2.27 2.26 1.85 2.26 2.34 2.28 2.22 2.18 2.27 
(注1)円未満は四捨五入。
(注2)期末商品高と時期期首商品高が一致しない回もあるが.そのまま記載した。
(注3)第20-第22回は剰余金(法定積立金，当期未処分利益など)の科目が負債・資本の部に計上されていないなど，決算期によって総資産額の算出基礎
が異なり，社員出資資本比率なども同ーの基準で算出されていないが，その回の算出方法によった。
(注4)第26回.第31回.第32回，第35回には期末・期首・当期仕入の原料高および売上高(第31回と第32回のみ)が計上されているが，これらは期末・
期首・当期仕入の各商品高および売上高に算入している。
(注5)第30期以降，総合，本庖，大阪支店，堀田工場の4つの決算書になるが，ここでの数値は総合決算のものである。
(出典)合名会社伊藤伊三郎商庖 f第20回~第37回決算書J.伊藤伊合名会社 f第38回~第40回決算書j。
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伊藤伊のそれはやや低い値の傾向にあったとみることができょう。この低さは，前述のように，
伊藤伊が仲間卸 (2次却)中心の営業であったことも大きな要因であった。後に伊藤伊と合併
するダイカは，伊藤伊とは対照的に小売庖への直販の比重が大きかった。その売上総利益率は，
やや後の 1960年代末(1969年l月21日-1970年1月20日)で13.2%であり(116¥1970年
代を通じて 12-13%の水準であった。すなわち，仲間卸中心の伊藤伊の方が，小売直販中心
のダイカよりも，売上総利益率が低い傾向にあったとみることができるのである。
やや後の1990年代半ばの伊藤伊社長の伊藤昌弘の言葉によれば「仲間である同業者から利
益を得ることは耳語、はありません」との考え方から. I当社の直販価格と仲間への価格 (2
次卸底が小売屈に販売する価格一引用者)は同じ」である(ll7)。すなわち伊藤伊にしてみれば
仲間卸への販売価格とメーカーからの仕入価格が同一であるから，当然，仲間卸分への売上総
利益はゼロとなる。
ただしいわば仲間卸の管理・手数料として2.5-3 %の販売価格に対する帳合料が，仕入
先メーカーから一次卸である伊藤伊に支払われるのが通常であり，この帳合料分は一般に仕入
原価から控除される仕入割戻金あるいは営業外収益の仕入割引として処理されることが多いよ
うである。この時期の伊藤伊の会計処理がいずれであったかは，関係者によっていずれの説も
あり特定できなかった。ただ 可能性としては ある時期まで仕入割引で処理され，それが仕
入割戻金としての処理に変わった可能性が高い ([18)。いずれにせよ，その分，経常利益が増え
ることにかわりはない。
仕入割戻金の場合，その帳合料分だけが売上総利益(粗利)となるに過ぎない。ただ，いっ
たん仕入先との取引が安定すれば.さほど大きな営業努力をせずに居ながらにして得られる利
益ともいえる。なお，帳合料が後述するように，割戻金に含まれているとみて，その分を原価
算入(減額)して試算してみると，売上総利益の値が少し異なった値となることにも注意しな
ければならない。
一方，当期利益(純利益)も，大きく増えていった。表-21に示されるように，第20回に
は5万8千円程度であったが，次期にはほぼ倍増した。その後は，第24回 (1951年1月). 
第32回(1959年1月).第36回 (1963年1月)，第38回 (1965年1月)のように前期と
比べて下がった時期もあるが全体の流れとしては 増加傾向を辿ったといえよう。第39回
(1966年1月)は約3.738万円であったから，第20回と比べると実に640倍近く，第21回の
1万4千円と比べても約328倍の利益額の大きさになったことになる。
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(2)出資者の貢献度と還元
①出資額の総資本に対する比率
さて，ここで合名会社伊藤伊三郎商庖および伊藤伊合名会社の出資社員の出資総額である資
本金の総資本に占める比率の推移をみてみよう。前述のように，ここで検討の対象としている
約20年間に，資本金も総資本(総資産)も増加した。ここで出資社員の資本金の総資本(総資産)
に対する比率すなわち表ー 21に示す社員出資資本比率が前期よりも大きくなるということは，
資本金の増加率が総資本(総資産)の増加率より大きかったことを意味し逆の場合は小さかっ
たことになる。表ー 21をみると，その社員出資資本比率は，増減を繰り返しており，その増
減反復がひとつの傾向であるといってよいであろう。その比率をみると，第20回(1947年1月)
の10.75%.第21回 (1948年1月)の4.55%を除けば，おおむね1-2%前後の比率であり，
さほど大きくないことがわかる。
②配当
一方，配当金についてみると，確認できた限り 配当率はおおむね高い時期が多かったとい
える。表-21に示されるように，第22回の 1949年1月決算の7.75%が唯一l割を下回った
配当率となっているが.1割配当 3割配当 5割配当 8割配当そして 10割配当の時期もあっ
たことカfわかる。
配当性向をみても，第27回 (1954年 11月)や第37回 (1964年11月)を除けば.10%台
から 50%台であり，おおむね高かったと思われる。
合名会社の出資社員は，全員，無限責任という重い負担があるが，これに見合うだけの配当
と役員賞与が還元されるべきとの利益処分の考え方があったのであろう。
(3)仕入先との関係
¢信認金
これまでみてきたように，取引の拡充にともない資本と資産の規模が大きくなったが，取引
先との関係では，まず表-22と表-23に示す信認金に注目したい。先に大阪営業所の実績で
もみたが，これは仕入先メーカーなどに預けおく取引担保金であり 恒常的な一定規模以上の
取引量を反映する数値とみてよいであろう。
表-22に示されるように，第20回(1947年11月)からから第22回 (1949年11月)まで
は1万円台であった。第23回 (1950年11月)から第25回 (1952年11月)までは「信認金」
あるいは「預ヶ金Jに相当する科目がなく不明であり， この間の変化はわからないが，第26
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回 (1953年1月)では282万円にも急増している。その最大の取引先は，共進社(牛乳石鹸)
であった。表-23に示されるように それ以外では大日本除虫菊と花王があった。
表-22に示されるように，第34回 (1961年1月)では，約2.926万円となり，第26回の
10倍を超え，第39回(1966年1月)では，さらにその2.5倍近くの7.261万円にまで増えて
いる。その内容の推移を表-23によってみると 取引先が増えたことと関係しているであろ
う。前述のように，戦前から取引関係の深いライオン油脂やライオン歯磨のほか，ライオン薬
粧なども信認金の預け先に加わり，さらに孔官堂，吉原製油，丸見屋，桐灰化学なども加わっ
た。前述のように伊藤伊との関係が長いライオン各社がなぜこの時期に初めて登場するのか不
明であるが，それ以前は信認金を不要としていたか，あるいは一時期取引が中断ないし少額と
なった可能性もある。いずれにせよ，その後 燐寸会社も加わり，多くの取引先の信認金の額
が増額されている。
とくに注目したいのは，第36回 (1963年1月)では，それまで信認金額が最大であった
共進杜を花王とライオン油脂が上回り，ライオン油脂が最多金額となっていることである。次
期の第37回 (1964年1月)では，花王がライオン油脂を超えるが，その次期の第38回 (1965
年1月)では，再びライオン油脂が最大預け先となっている。前述のように，この時期に，
ライオン油脂の全国の代理屈のなかで伊藤伊は販売額が首位になる。
その背景には，前述の合成洗剤の時代の到来があった。ライオン油脂も花王石鹸も 1951(昭
和26)にそれぞれライポンと花王粉せんたく (1953年にワンダフルに改称)を発売し，その
後.1950年代から 60年代前半にかけて，各社によって合成洗剤の製品が次々と発売されていっ
た(119)。こうしたことが，ライオン油脂や花王および丸見屋など洗剤各社の信認金の増加に反
映しているとみられる。他方，前述の松下電工との取引は，取引開始時点より少し遅れて信認
金が計上されており，同一業界では，シャープの方が2年ほど早い。
②受取割戻金
仕入先との関係でもうひとつ注目したいのは，受取割戻金である。その内容としては，大量
仕入量などに対する仕入割戻金などが考えられる。この仕入割戻金には，前述の帳合料も含ま
れていた可能性がある。他の割戻の要素も排除できないが，いまこの受取割戻金の大方を仕入
割戻金と想定して，これを表-21でみた仕入高からすなわち売上原価から控除して，実質的
な売上高と売上総利益率を試算してみると表-24に示した通りとなる。ここに示された試算
上の売上総利益率の推移をみると，第26回 (1953年1月)は10.39%とかなり高く，次期 (1954
年1月)は急落している。これ以降は，おおむね6-7%の水準となっており，第28回 (1955
年1月)の6.02%と，第32回 (1959年1月)の6.l0%を除くと，前述の卸企業の売上総利
益率の平均値の6.29%を上回っていることがわかる。
表-22合名会社伊藤伊三郎商唐 (1946年1月29日-1964年1月28日)・伊藤伊合名会社 (1964年1月29日-1966年1月28日)の信認金
期 第20回 第21回 第22回 第23回 第24回 第25回 第26回 第27回 第28回 第29回
時期(年・月・目) 1946年1月29日 1947年1月29日 1948年1月29日 1949年1月29日 1950年1月29日
-1951年1月29日 1952年1月29日 1953年111129日 1954年1月298 四55年1月29日
-1947年1月四日 ~四48年1月28日 -1949年1月28日 -1950年1月28日 ...1951年1月28日 -1952年1月28日 -1953年1!l 28日 -1954年1月四日 -1955年1月四百 ~時56年1月四日合劃信認金(円) 14.0∞ 14.0∞ 10.000 ]日3日 4.760.059 
~119966第54年3618-19回月972初836日1 
10.120.825 
期 第30回 第31回 第32回 第33回 第34回 第35回 第37回 事39恒l
時期(年・月・日) 1956年1月29日 1957年1月29日 1958年1月29目 1959年1月29日 1960年1月29日 1961年1月29目 1962年1!l 29日 1963年1月29日 ~叩同665年11月R2289日1ー957年1月28日 -1958年1月28日 -1959年1月28日 1ー960年1月28日 -1961年1月28日 -1962年1月28日 -1963年1月28日 -1964年1月28日
翠蓄量(円) 11.241.504 13目964.411 16.467.712 19.492.199 28.480.567 32.064.727 31.194目461 38.963.306 50.618.170 69.476.018 43.407 219.417 423.196 750.985 77.780 1.346.645 1目828.580 2.308.663 2.866.693 3.135.691 
11.284.911 ~~.1~~.8~旦~1里旦里町坦里 ~.243.184 29.258.347 33.411.372 33.023.041 41.271.969 53.484.863 72.611.709 
(注1)円未満は四捨五入。
(注2)第30期以降，総合，本庖，大阪支店，堀田工場の4つの決算書になる。
(出典)合名会社伊藤伊三郎商底 f第20図~第37回決算書i同大阪営業所『第30回~第37回決算書』及び伊藤伊合名会社及び同大阪営業所『第38回~
第40回決算書』。
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表-23 本庖の信認金勘定 (1956 年 11 月 29 日~ 1966年1月28日)
期 第26ロ 第27ロ ~ 第29ロ 'ElQロ ElJロ 部32ロ
時期(年・月・日) 1952年1月四日 1953年1月29日 1954年1月29日 1955年1月四日 1956年1月29日 1957年1月四日 1956年1月29日-1953年1月四目 -1954年1月四目 -1955年1月26日-1956年1月26日-1957年1月四目 -1956年1月四目 -1959年1月28日
大日本除虫菊株式会社 20，000 30，000 50，000 65，000 90，000 113，000 165，000 
共進社油脂工車株式会社 2，790，000 4，500，000 6，200，000 6，600，000 9，300，000 10，000，000 10，000，000 
花王油脂株式会社・花王石鹸株式会4 10，000 166，999 266，294 368，226 425，27 1.396，353 2，997，625 
花王右鹸文阪出強所 10，120 
韓式会社孔官堂 63，060 146，067 252，269 335，542 492，510 500，000 
ライオン，由脂株式会祉 200，000 400，000 600，000 1，200，000 1，600，000 
ライオン歯磨株式会社名古屋支匝 35，000 35，000 35，000 79，507 96，757 
ライオン歯磨株式会社東京支庖
ライオン粧薬株式会社
吉原製油株式会社 100，000 180，000 66.435 136.435 196.435 
丸毘屋 10，210 31，106 44，395 
桐灰化学株式会社 200，000 239，000 255，500 255，500 
日扇燐寸格式会社 150，000 250，000 350，000 
名古屋交通局共潰組合 10，日00 10，000 
=和刃物株式会社 50.000 
本占認金(円 2，820，000 4.760.059 6，997，361 10，120，825 11.241，504 13，964，411 16.467，712 
33ロ 3 35ロ 36ロ 37ロ 38ロ 39ロ
時期(年・月・目) 1959年1月四目 ~198610年11月289日 1961年1月四日 1962年1月四日 1963年1月四日 1964年1月29日 1965年1月29日-1960年1月26日 -1962年1月28日-1963年1月28日-1964年1月28日-19師年1月28日 -1966年1月26日
大日本除虫菊株式会社 195，000 265，000 345，000 345，000 345，000 345，000 345，000 
共進社油脂工輩株式会社 12，000，000 15，000，000 15，000，000 7，000，000 9，000，000 11.000，000 11.000，000 
花王油脂株式会社・花王石鹸株式会4 2，915，704 4.731，376 6，286，376 7，959，376 10，219，376 1，826，376 16.422，376 
株式会社孔官堂 500，000 500，00 500，00 500，000 500，000 
ライオン油脂株式会社 2.734，000 5，000，000 5，006，002 8，006.002 8，000，000 13，800，000 17，000，000 
ライオン歯磨株式全社名古屋支庖 108，880 643，946 2.404，979 3，682，194 6，396，703 9，045，322 19，142，956 
ライオン歯磨株式会社東京支庖 13，584 
ライオン粧薬株式会社 300，000 300，000 300，000 300，00 300，000 
吉原製j由株式会社 262，262 282，257 303，237 325，777 350，61 
丸見屋 60，853 101，550 180，702 193，702 227，500 234，131 236.430 
相灰化学株式会社 255，500 255，500 255，00 255，500 555，00 755，00 755，00 
日扇燐寸株式会社 400，000 710，00 750，000 960，000 1，160，000 1，360，000 1，580，000 
名古屋交通局共済組合 10，000 10，000 10，000 
三和刃物株式会社 50，000 50，000 50，000 207，391 469，097 653，703 653，703 
日扇燐寸銅製組合 317，351 353，171 364，890 317，097 326，140 98，075 
シャー プ電機 300，000 319.760 359，249 376，503 
松下電工株式会社名古屋支庖 8，579 19，671 20.483 23，621 
ジョンソン&ジョンソン社 500，000 500，000 500，00 500，00 
三和刃物[貝の友会) 226.798 226.798 226，798 246，798 
象印魔法瓶株式会社 65，294 99，049 
日本共同燐寸株式会社 159.423 578，331 
大東燐寸株式会社 454，179 
大成火災海上保険株式会社 40.000 
本庖信認金(円) 19，492，199 28.480，567 32，064，727 31，194.461 38，963，306 50，618.170 69.476，018 
(注1)第26固から第28回の決算瞥では「信認金」ではなく「預ヶ金」となっている。
(注2)第 26回~第27回および第29回は花王れIJ旨株式会社.筋28回および筋30回以降は花王石献株式会社
となっている。1954年8月に花王泊脂は花王石献と合併しているので，第29回の花王iUI脂の記載は誤りであろう。
(注3)第 28回，第32回および第33回はライオン歯磨株式会社名古屋支庖ではなく，ライオン歯磨株式会社
となっており，第34回で区別される東京支応と名古屋支庖の合鉾の可能性もあるが.名古屋支底として記載し
た。
(注4)第 35回以降は，孔官堂は株式会社大阪孔官堂と記載されている。
(注5)第 39回では，日扇燐寸調製組合ではなく，日本燐寸調製組合と記載されているが，従来通り日扇燐寸
調製組合としてその数字を記載した。
(出典)合名会社伊藤伊三郎商庖『第30回~第37回決算骨J.伊藤伊合名会社『第38回~第40間決算瞥』。
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また，表-21で示された売上総利益率との差をみると，第26回 (1953年1月)第27回(1954
年1月)にかけて1%以上小さくなったが，その後，この差が聞いていった。第30回 (1957年
1月)の1.69%の差が，次期 (1958年1月)には2.5%と2%台となり第34回 (1961年1月)
には3.16%.第37回(1964年1月)には.4.05%となっている。これは，試算上のいわば実質
的な売上総利益のなかで受取割戻金の比重が少しずつ増していったことを意味するが，これは先
の信認金の増加傾向と同様に，仕入先の拡がりと取引量の増大を反映したものといえよう。
③出資金・投資有価証券
仕入先との関係でさらにみておきたいのは，仕入先への出資である。表-25に示されるよ
うに.第20回 (1947年1月)から第25回 (1952年1月)にかけて有価証券・出資金合計
額は漸増し，第26回(1953年1月)に半減以下の約57万円となるが，第26回 (1953年1
月)から再び増加し続け.13年後の第39回 (1966年1月)には第26回の値の39倍の約2.24
万円となった。
その内容をみると，表-26に示されるように，戦後復興期の第20回 (1947年1月)と第
21回 (1948年1月)にかけては，業界の組合や前述の日本油脂製品統制組合などの業界団体
への出資に限られていた(120)。第22回(1949年1月)の出資・有価証券の内容は不明であるが，
第23回(1950年1月)に花王や共進社など仕入先メーカーへの出資があることが注目される。
その後，第27回(1954年1月)にはキング除虫菊，第30回 (1957年1月)には吉原製油，
第37回(1964年1月)には大東燐寸，フェザー安全剃万，日本LB.第39回 (1966年1月)
にはライオン油脂などと，メーカーへの出資が始まっている。また 第28回 (1955年1月)
のオリエンタル中村(後の名古屋三越).第29回 (1956年1月)のホテル丸栄など，地元サー
ビス業への出資も始まっている。
このように，流通の中間段階に位置する卸企業の合名会社伊藤伊三郎・伊藤伊合名会社は，
仕入先メーカーなどの出資者という一面をあわせもっていたのである。このことは，日本の卸
企業経営史上，流通の垂直的な関係の一面として注目してよいであろう。
(4)販売庖との関係
①支払割戻金
他方，販売先の仲間取引 (2次卸庖)や小売庖との関係をみるとき，支払割戻金に注目したい。
これは，先にみた受取割戻金とは逆に，伊藤伊がその販売先の仲間卸や小売庖に対して，販売
量に対する報奨金や販売奨励の感謝金として支払うものであり，決算書添付の詳細をみると，
毎月その事案ごとに支払っている (21)。確認できる決算期について，その期間の月次支払額の
表-24 合名会社伊藤伊三郎商庖 (1952 年 11 月 29 日~ 1964 年 11 月 28 日)・伊藤伊合名会社 (1964 年 11 月 29 日~1966年1月28日)の受取割戻金
期 第26回 第27回 第28回 第29回 第30ロ 第31回 軍32回
時期(年・月・日) 1952年1月29日 1953年1月29日 1954年1月29日 1955年1月29日 1956年1月29日 1957年1月29日 1958年1月29日
-1953年1月28日 -1954年1月28日 -1955年1月28日 -1956年1月28日 -1957年1月28日 -1958年1月28日 -1959年1月28日
受取!lJ戻金(円)A 3，701，848 2，595，364 5，158，378 6，916，606 8，322，682 15，848，941 21，7922429 | 
売上原価(円)B 347，134，740 463，081.144 537.608.050 591，484白848 672，120，523 789，339，257 986，835，63 
売上原価に対する割戻金の比率(%)C(A.;.BX100) 1.07 0.56 0.96 1.17 1.24 2.01 2.21 
売上原価ー受取割戻金(円)D(B-A) 343，432，892 460，485，780 532，449，672 584，568，242 663，797，841 773，490，316 965，043，397 
売上高(円)E 379，128，708 487，769，178 564，498，921 631，048，071 713，530，766 832，898，846 1，023，937，044 
試算上の売上総利益(円)F(Eー D) 35，695，816 27，283，398 32，049，249 46，479，829 49，732，925 59，408，530 58目893，647
鼠算上の売上総利益率(%)G(Fー DX100) 10.39 5.92 6.02 7.95 7.49 7.68 6.10 
表-21の売上総利益率(%)H 8.44 5.06 4.76 6.27 5.80 5.23 3.62 
G-H(弔も) 1.95 0.86 1.26 1.68 1.69 2.45 2.48 
期 第33回 第34回 第35回 第36回 第TI固 第38回 第39回
時期(年・月・臼) 1959年1月29日 1960年1月29日 1961年1月29臼 1962年1月29日 1963年1月29日 1964年1月29日~196B65年11月289日-1960年1月28日 -1961年1月28日 -1962年1月28日 -1963年1月28日 -1964年1月28日 -1965年1月28日
受取割戻金(円)A 30.815，740 41，460，377 49，255，310 72，763，755 93，034，116 113，613，165 
売上原価(円)B 1，214，965，415 1，502，009，267 1，751，220，763 2，110，579，919 2，573，754，424 3，092，971，986 3，617，527，63 
売上原価に対する割戻金の比率(%)C(A7BX100) 2.54 2.76 2.81 3.45 3.61 3.67 3.6 
売上原価ー受取割戻金(円)D(B-A) 1，184，149，675 1，460，548，890 1.701，965，453 2，037，816，164 2，480，720，308 2，979，358目821 3，486，726，889 I 
売上高(円)E 1，264，627，150 1，569，510，299 1，839，060目578 2，187，460，693 2，676，537，677 3，215，406，723 3，758，584，852 
法算上の売上総利益(円)F(Eー D) 80，477，475 108，961，409 137，095，125 149，644，529 195，817，369 236目047，902 271，857，963 
試算上の売上総利益率(%)G(F7Dx100) 6.80 7.46 8.06 7.34 7.89 7.92 7.80 
表-21の売上総利益率(%)H 3.93 4.30 4.78 3.51 3.84 3.81 3.75 
G-H(%) 2.87 3.16 3.28 3.83 4.05 4.11 4.05 
(注)円未満は四捨五入。
(H!典)合名会社伊藤伊三郎商庖『第26回~第37回決算書i伊藤伊合名会社『第38回~第39回決算書』。
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表-25合名会祉伊藤伊三郎商唐 (1946年1月29日-19臼年1月28日)・伊藤伊合名会社 (19臼年1月29日-1966年1月28日)の出資金・設資有価証券
期 第20回 第21ロ 第22ロ 第23回 第24回 第25回 第26回 第27回 第28回 第29回
時期(年・月・日)
1946年1月29目 1947年1月29日 1948年日月29白 1949年1月29日 19田年1月四日 1951年1Jl29日 1952年1月29日 1953年1月四日 1954年1Jl29日 1955年H月29日
-1947年1月初日 -1948年1Jl28日 -1949年1月四日 -1950年1月四日 ..1951年1月四日 -1952年1月28日 -1953年1月四日 ...1954年1月28日 ~同55年1月28日 -1956年1月28日
有価征券{円) 5.000 5.000 5.000 548.000 673.000 884.000 1.14104.000 l 出資金{円) 35.638 35.638 210.938 260.688 310.688 1.403.088 26.900 17.900 17.900 
合計(円} 35.638 35.638 210.938 265.688 315.688 1.408.088 574.900 690.900 901.900 1.154.000 
期 第30回 第31固 ~32 ロ 第33回 第34回 第35固 第36固 第371l! 第38回 第39回
時期(年・月・臼)
1956年1月四日 1957年1月29日 1958年1月29日 1959年1月29日 1960年1月四日 1961年1月四日 1962年1月四日 1963年1月四日 1964年日月四日 965年1月四目
-1957年1月28目 -1958年1月28日 -1959年1月28日 -1960年1月28日 -1961年1月28日 -1962年1月四日 -1963年1月28日 -1964年1月四日 -1965年1月28日 -1966年1月羽田
有価証券(円) 1.562.260 1.612.260 2.311.260 2.311.260 2.930.260 4，769.260 7.345.680 14.305.420 18.107.520 21目883.926
出資金(円) 10.500 10.500 10.500 10.500 10.500 10.500 10.500 10.500 550.500 560.000 
金貨型1 1.572.760 1.622.760 2.321.760 2.321.760 2.940.760 4.779.760 7.356.180 14.315.920 18目658.020 22.443.926 
(注1)円未満は四捨五入。
(注2)第34回の有価証券のうち大阪営業所のものを除く合計額は計算上2.780.260円となるが，その内訳書と貸借対照表では2.870.260円と記載されている。
ここでは計算上の数値を記載した。
(出典)合名会社伊藤伊三郎商庖及び同大阪営業所 f第20回~第37回決算書J.同大阪営業所『第30回~第37回決算書J.伊藤伊合
名会社及び同大阪営業所『第38回~第39回決算書j。
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表-26 合名会社伊藤伊三郎商庖 (1946年1月29日-1964年1月28日)・伊藤伊合名会社 (1964年1月29日-1966年1月28日)の出資金・投資有価証券の内訳
20回 2'回 期 23回 24田 25回 期 26回 27司
時期(年・月・日} 1946年"月29日 1947年"月29日時期{年・月・日) 1949年"月29日時期(年・月日) 19回年"月29日~ 19521 年1 1 月2四9E E 時期(年・月日) 1952年"月四日 時期(年・月・日) 1953年"月四日
...1947年"月28 ー1948年"月四日 -19田年"月四 ...'951年1I J'i28 ...1953年"月四 ...1954年"月四日
愛愛知知県県石津厳蝋卸燭施施位段組組合 17，600 17，600 (有価陸券)電路公慣 5.000 1¥電有話価公証債券) I~電有話個公証債券} |富冊草券)1，900 1，900 
完脂(出全統資社制金車・}愛知石戯販
5.000 5.000 5.000 30.000 
日本遺瞳盟晶統制組合 '0曲。 10，000 260.688 小計 5.0田 5.000 共進泊脇橡式会役 288，000 キング除虫菊 100.000 東北北控除虫翁組合 2凹 200 花王石組厳-岨合そ燭の・組共他合進社・油ー (出黄金) 中部商工韓式会社 5.000 共造花王その他 543.000 
愛知県荒物悶絶鐙組合 '25 125 愛知県石崎韓式会社 118.100 160，500 花主泊脂緯式会社 50，000 小宮十 673，000 
愛知県線香釦!Ui'組合 750 750 中部洋蝿燭工薫組合 16.9田 16.900 物別涙筏習慣 200.000 (出資童)
名古E塁線香翻施盟組合 63 63 日本泊届盟晶続嗣組合 10曲。 10，000 'J、2十 548，000 中部洋蝿燭ヱ薫組合ほか 17.900 
中都高エ撞盟組合 5凹0 5.000 共進泊指韓式会社 1凹000 1.150.000 (出資金) 小it 17.900 
花王泊窟韓式会社 60.0曲 60，脱却 中薗洋哩蝿工婁組合 16.900 
中畠商工韓式会社 5αJO 5創JO日本語置割品量制組 10.000 
量阻県荒鞠箆鐘組合 125 125 IJ'I'十 26.9凹
量回県掠番高工組合 5叩 5曲
名古屋綿香範段組合
悶95同9軍写年3131111回R05月662祖88838日国~I~1919660軍1年年113A14408固1月38R0四2688 日3E 'J、合計(円} 35.638 35.638 合計(円) 265.688 合) 合判円) 574.900 ~.十(円} 680.900 期 28回 軍29回 軍30回 軍31白 ヨ包括回 軍36回 軍37回 軍羽田 第39回
時期{年・月ー 日) 19日年"月四日 1955年"月四日 1956年"月四日 問57年111129日 29日 1961年"月四日 同日年"月四日 1963年"月四日 1964年"月四日 1965年"周回目
-1955年"月四 ...1956年"月四日 -1957年"月四日 ー1958年日月28 -1959年"月2呂田 -19田年"月28 ー1963年"月四 -'964年"月28日 ...1965年"月28 -1966:年日月四目
(電有居面公証使券【電)電公往債縄》 30.000 30.0∞ 30.0曲 30創JO 150.0∞ 150αJO 270.印刻。 270.0叩 441.420 598.540 747，640 867.640 
日本不量産量行平昆産慣植 2以JO.O曲 4.500.0曲 4.5曲000 。
割引商工慣揖 2.163.620 2，163.620 282，420 
共進社連Eヱ霊峰式会社 349.000 349.0佃 607，260 607.260 956.260 956.260 1.305.260 1.654.260 1.654.260 2凹3.260 2.352.260 2，352，260 
花王右陸軍監式会祉 50邸JO 110，0曲 220償却 220.000 4叩αJO 400αJO 4曲 000 400.0叩 805.000 805.0凹 805.000 805αJO 
中白書工樟式会往 5，000 5，000 5.0佃 5，0田 5，田O 5，000 5，0叩 5，000 5，0凹 5，000 
キング臆虫萄棒式会社 1回 000 1回IαJO 1佃。印加。 1曲。∞ 1回曲。 100回。 1凹，000 100，000 100瓜刻。 叩0，0田 100，0曲 1曲，0∞
オリエンヲル中村百貨庖 150.000 3曲曲。 3田臥JO 3叩飢淘 3叩O叩 300凹O 3回以JO 3田000 300，回。 300.0凹 300.000 3曲αJO
余手ル丸3震 50.0∞ 50印JO 50，000 50，冊。 50凹0 50脱却O 100.0∞ 100.1)凹 1田，0叩 100∞o 1曲。曲
吉庫星連 250，000 250，似JO 3田O剖 300曲。 3曲。∞ 390.0∞ 390.1)曲 390.0曲 390曲。 390αm 
中田担先棒式会程 50印加。 50.0曲 50.000 50飢刻。 50.000 50.0凹 50曲。 50，田0 50，0曲
，.，諸漉恩置!l 2回収)() 2回朗O
伊車伊食品棒式全社 1.350.000 1.350.0∞ 1.350.0凹 4，350加。 4，350似JO
文車嬉寸韓式全社 140.0田 140.0叩 140.0曲
フェザー 安全棒式全社 9田，0曲 1，2凪O曲 12凹飢調。
日本ul樟式会社 750.0叩 750.0佃 750創JO
I~髭パス 9，0凹 9邸刻。
ライオン誼量樟式会社 187.6曲
伊量伊棒式会社 10.000飢刻。
文匝宮皇帝位賀有価E轟 150αJO 150β00 150.0曲 150.0佃 150.0凹
小計 曲4α珂 1.144飢JO 1.562.260 1.612.260 2.311.260 2.311.260 2.930.260 4.769.260 7.345，680 14，305.420 18，107，520 21.883.926 
{出責童)
中包淳量蝿Z重組合 16.9∞ 
早"".エ皇宮司喧宮{吾盤 1，αJO 10.0叩 10，000 10，冊。 10，'凹0 10.0田 10曲。 10β冊 10.0曲 10αJO 510.000 510飢JOエ量担金7
文匡苔盤E憧同盟合 500 5叩 5凹 500 5曲 5曲 S曲 5曲 5剖
文E花王盟品卸誼同組合 叩，000 10.000 
割高金.1&:莞 30，0田 30，飢刻。
小It 17.9田 10.000 10αJO 10.500 10.5叩 問 5曲 10.500 10.5凹 10.5凹 10.5田 550.5曲 550.5曲
合計{円) 曲1叙)() 1.154.000 1.572.260 1.622.760 2.321.760 2.321.760 2.940，760 4.779.760 7.356.180 14.315.920 18.658.020 22.443.926 
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則)円未満は四捨五入。 I
(注2)第 22回の有価証券および出資金の詳細は不明である。
(注3)出資金のうち大阪石鹸卸協同組合.大阪花王製品卸協同組合，関西金烏販売は，大阪営業所の出資金である。
(注4)第 34回の有価証券のうち大阪営業所のものを除く合計額は計算上2.780.260円となるが，その内訳書と貸借対照表では2.870260円と記載されている。
ここでは計算上の数値を記載した。
(注5)大阪営業所 I第 35回有価証券報告書』によれば投資有価証券は，電話公債となっている。
(注6)大阪営業所の f第 39固有価証券報告書jの出資金は，貸借対照表では50.000円とんっているが，その内訳表の合計額は40.印O円となっている。ここ
では内訳表の数値を記載した。
(出典)合名会社伊藤伊三郎商庖及び同大阪営業所『第20回~第37回決算書J.同大阪営業所『第30回~第37図決算書i伊藤伊合名会社及び同大阪営業所『第
38回~第39回決算書j。 可
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総額を表-27に示した。第34回(1961年1月)からは値引割戻金という科目があり，これ
は伊藤伊の販売先の仲間卸庖による小売庖への販売奨励のための値引きや，伊藤伊の販売先小
売庖が集客のために値引き販売した分の却庖たる伊藤伊からの補償金と考えられる。第33回
(1960年1月)までは，この値引割戻も支払割戻金に含まれていると思われる。第34回以降は，
それぞれの金額と合算額の双方を併記した。
この表ー 27をみると，第31回 (1958年3月)から第32回 (1959年1月)にかけては減っ
ているが，それ以降は，かなり大きく増加してゆく傾向をたどっている。
第3回 (1960年1月)は340万円程度であったが その3年後の第35回 (1963年1月)
には約1，781万円と 5.2倍となり.次期にやや減るものの，第39回(1966年1月)には約2，
460万円と第36回の1.5倍以上となる。これをみても，急速に支払割戻金が増えていったこ
とがわかる。これも，この期間の却庖間レベルと小売庖間レベルの双方の激しい販売競争を反
映したものとみることができょう。
いずれにせよ，前述の帳合料と同様に，受取割戻金と支払割戻金の双方とも，この当時の日
本の流通システムの「不透明な取引慣行Jとして指摘された部分の一角を成すもので、あったろ
うが，その推移はここで大づかみながら把握できたといえる。
②貸倒損失金
販売先での激しい販売競争を反映する数字として.いまひとつ注目したいのは貸倒損失金の
推移である。
表-28にその推移を示したが伊藤伊全体としてみると すでにみた大阪営業所よりかな
り大きな額となっていることがわかる。第31回(1958年1月)には.その額は100万円を超え，
年によって増減を繰り返すが，第36回(1963年1月)には1，000万円を超え，次期には減る
ものの，第38回(1965年1月)のいわゆる40年不況の年には2，346万円もの金額となっている。
貸倒損失金が初めて1，000万円を超えた第36回の本庖の明細をみると，表-29 -1の通り
である。これをみると，仲間却庖の古川商庖と 同商庖の知人が古川商庖の得意先を引き継い
で設立した山都石鹸(122)の倒産による損失額が大きい。両社を合わせて約868万円であり，こ
の期間の本庖の貸倒損失金の約72%を占めている。表-29 -2に示される大阪営業所の明細
をみると，本庖ほどの大きな損失額にはなっていないことがわかる。ただ，損失事由がすべて
行先と転居先の不明ということが共通している。これは小売庖自身による無謀な販売競争の面
だけではなく，却庖などによる無理な押し込み販売の可能性もあり，いずれによるものか必ず
しも特定できない。
いずれにせよ，伊藤伊にとっては.仲間取引や小売店との取引の規模と範囲の拡充につれて，
前述の支払割戻金が増えるとともに，貸倒損失金も増える傾向が確認できる。これは，流通の
表ー 27合名会社伊藤伊三郎商眉 (1957 年 11 月 29 日~ 1964 年 11 月 28 日)・伊藤伊合名会社 (1964 年 11 月 29 日~196年1月28日)の支払割戻金・値引割戻金
l盟
(注)円未満は四捨五入。
(出典)合名会社伊藤伊三郎商庖『第31回~第37回決算書J.伊藤伊合名会社『第38回~第39間決算書』。
表ー 28合名会社伊藤伊三郎商高 (1946 年 11 月 29 日~ 1964年 11 月 28 日)・伊藤伊合名会社 (1964 年 11 月 29 日~196年1月28日)の貸倒損失金
田 富20回 第21回 1i!;22回 第23ロ 言亘4回 事亘5回 事1話回 箪27ロ 第28回 第29回
時期(年・月・日} 1946年1月四日 1947年1月四日 1948年1月29日 1949年1月29日 1950年1月29日 1951年1月29日 1952年1月29日 1953年1月29日 1954年1月29日
1955年1月29日
-1947年日月28日 --1948年1月28日 --1949年1月28日 -1950年1月28日 --1951年1月四目 -1952年1月28日 --1953年1月28日 --1954年1月28日 --1955年1月28日 ...1956年1月28日
合計貨倒損失金[円) 411 511 17.266 
一'i9i一6-129一年623」年12t A月1E1E堕2月9-』2日8主-日主
283.851 947.730 649.621 
期 第四回 軍31回 箪32回 第33固 第34回 第35回 軍37回 第38回 第39回
時期(年・月・目) 1956年1月29日 1957年1月29日 1958年1月29日 1959年1月29日 19回年1月29日 1961年1月29日 1963年1月29日 1964年1月羽田
1965年1月29日
--1957年1月28日 --1958年1月四日 -1959年1月28日 1ー960年1月28日 -1961年1月四日 -1962年1月28日 ....1964年1月28日 -1965年1月四日 --1966年1月28日
本大信阪貧営倒圭揖所失貧金倒損(円失)金{円) 634.500 1.782.708 1.669.559 3.531.568 1.013.003 1.057.432 12.056.322 6.265.371 996.212 1.845.587 
80.389 105.376 97.745 155.983 251.166 296.585 135.910 o 1.350.0∞ o 
合計貰倒損失金(円} 714.889 1.888.084 1.767.304 3.687.551 1.264.169 1.354.017 12.192.232 6.265.371 2.346.212 1.845.587 
(注1)円未満は四捨五入。
(注2)第30期以降，総合，本庄.大阪支庖，堀田工場の4つの決算書になるが，総合の損失金額不明の回もある。
(出典)合名会社伊藤伊三郎商庖及び同大阪営業所『第20回~第37回決算書i同大阪営業所『第30回~第37回決算書J.伊藤伊合名会社及び同大阪営業所『第
38回~第39回決算書』。
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表-29-1 合名会社伊藤伊三郎商底の第 36 回の貸倒損失金の明細 (1962 年 11 月~ 1963年1月) g 
庖名 所在地 金額(円) 理由
欄山都石鹸 晶山市天満町6-27 4，517，843 経営不振の為倒産。精算人に依る清算並び配当の見込みなし。
古川商底 高山市天満町6-27 4，157，807 経営不振倒産の為第二会社株式会社山都石鹸を設立。債権を引継ぐも剛山都石鹸の倒産に依り回収の見込み全くない
河合商庖 名古屋市中村区西柳町1-11 1，728，938 営業不振の為倒産倒産。破産宣告。配当見込なし。
中富商事 金沢市池田町3-45 868，558 倒産の為債権者会議に基き債権放棄。
仁保商庖 京都市上京区下長者町日暮東入 326，380 倒産の為債権者会議に基き債権放棄。
協和商事 松本市伊勢町3 240，000 倒産の為債権者会議に基き債権放棄。
柴清本庖 藤枝市伝馬町 146，115 倒産の為回収の見込なく債権放棄。
美生堂 名古屋市熱田区2番町1-3 45，480 事業閉鎖。行方不明。回収不能。
鈴木新薬堂 桑名市馬通2ー 797 25，201 営業状態悪く再建の見通し無し。回収の見込なし。
合計 12，056，322 
言持
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(出典)合名会社伊藤伊三郎商庖『第36回決算書J(1962年 11月29日-1963年 11月28日)。 童書
表-29-2 合名会社伊藤伊三郎商庖大阪営業所の第 36 回の貸倒損失金の明細 (1962 年 11 月~ 1963年1月)
庖名 所在地 金額(円) 理由
あさひ薬局 大阪市東成区大今里本町1-85-9 50，561 経営不振の為倒産。転居先調査するも不明。
大薮商庖 布施市御厨 19，065 経営不振倒産の主人逃亡。行方不明。
久宝寺寺ロ薬局 八尾市久宝寺寺口駅前 17.709 経営不振倒産の主人の死亡と共に倒産。日下行方不明。
八戸ノ星センター 布施市岩田 13.40 経営不振の為倒産後，転居先不明。
吉田商庖 布施市横沼 12，725 経営不振の為倒産後，転居先不明。
あやめ化粧品庖 布施市永和 1，895 経営不振の為倒産後，転居先不明。
柿迫商庖 大阪市東成区大今里 10，515 経営不振の為倒産後，転居先不明。
合計 135，910 
??
(出典)合名会社伊藤伊三郎商庖大阪営業所『第36回決算書J(1962年11月29日-1963年11月28日)。
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川下の販路拡充にともなうリスクを中間流通業の有力卸庖が負担していたことを意味する。こ
のことは，少なからず伊藤伊の利益を圧迫する要因となっており，表-21に示すように，売上・
利益ともに増加傾向を辿りながらも，売上高利益率がさほど伸ひ、なかった要因のひとつになっ
ていたとみられる。
おわりに
最後に本稿によって確認されたことや明らかにされたことを整理し今後の課題についてふ
れておきたい。
まず，伊藤伊は伊藤伊三郎によって 1904年に蝋燭の製造・販売を営む事業として創業され，
その後. 1920年代前半(明治後期から大正期)にかけて.石鹸・化粧品・荒物へと取扱商品
を広げ，販売区域も愛知，三重.岐阜および静岡の一部と広範囲に及んだ。そうした時期に，
2代目を継承する伊藤弥太郎も経験を積み，業界内で少しずつ信用を厚くしていったと推定さ
れる。
メーカーとの関係では. 1920年代末からライオン石鹸(後のライオン油脂)との関係が強
化されたが. 1930年代初頭にはまだ2次却庖の位置づけであった花王との関係も次第に強い
ものとなっていった。化粧品メーカーとの関係では 共販会社の実績もあってクラブ化粧品販
売の監査役となるまで信用を得ることとなった。戦時中および戦後の石鹸配給統制の時期には，
名古屋地区の重要な配給経路として位置づけられるまでになった。戦後. 2代日経営者の伊藤
弥太郎はそうした信用と実績を基礎に，仲間卸の取引関係を広範囲にわたって構築する戦略を
進めた。それが功を奏し，ライオン油脂の取引実績では，首位の業績にまでなった。そうした
実績もあって，伊藤弥太郎は卸業界の全国組織を代表する立場にまでなった。さらに，ライオ
ンの外資対応戦略にも協力を惜しまなかった。
企業形態とその所有と経営についてみると 1928 (昭和3)年から高度成長前半期にいたる
まで，資本規模を大きくしてゆくなかでも合名会社形態を維持し，伊藤伊三郎あるいは後継者
の伊藤弥太郎の家族・同族による封鎖的な出資で、あった。経営のリーダーシップも代表社員た
る伊藤弥太郎が発揮し同族の出資社員たちは地方の商談を進めるという重要な立場に置かれ
ていた。高度成長の始まる 1950半ばで従業員規模は50名弱であった。出資社員への報酬をみ
ると，合名会社出資社員の無限責任というハイリスクのためか，そのリターンである配当率は
時期によって異なるが全般的に高めに設定されていた。
経営実績をみると，戦後のある時期まで約7割を占めたという仲間取引の取引構造を反映し
た面もあって，売上総利益率はさほど高くはないが.割戻金などを考慮すると，業界平均程度
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で、あった。しかし小売直販の比重の大きいダイカなどと比べると低かった。全体的な傾向と
しては，増収・増益の傾向をたどり，経営基盤は拡充した。
取引先との関係をみると.仕入関係では，恒常的取引の拡大を反映して仕入先への信認金や
仕入先からの受取割戻金の額は増加する傾向をたどり また仕入先メーカーなどへの出資者と
いう関係も構築されるようになっていった。販売先との関係でみると，販売先への支払割戻金
も増加したが，その一方で，過当な競争にともなう貸倒損失も増えていったことが明らかにさ
れた。
こうした伊藤伊の経営の歩みは，多段階取引を広域的に展開するという戦略が主軸にあった
といえる。この多段階性は 日本型の取引構造の特徴でもあった。
この多段階性の合理性は，次のように説明され得るであろう。まず，流通の上流に位置する
メーカーにとっては，コスト節約的かつリスク回避的に販路を確保できということであった。
すなわち，流通の中間段階から川下にかけての市場確保とそれにともなうリスクを，伊藤伊の
ような仲間卸先を多数擁する有力卸庖に依存して，みずからの負担を軽減させることができた。
また，伊藤伊のような中間流通業者にとっても，多くの仲間却 (2次卸)屈を擁することで，
物的・人的資源の負担を増すことなく.販売先の複数小売庖を広範囲に確保できるメリットが
あった。こうしたネットワークによる広範囲の販路の確保と中聞からJI下にかけてのリスクを
負担することで¥中間流通の要となる卸庖はメーカーの信用を得ることも可能となり.経営発
展を期することができたのである。
こうした意味で伊藤伊の戦略は， 日本経営史上の一定期間において典型的であった日本型の
取引構造を構築し続ける戦略で、あったといえる。この戦略は，メーカーによる市場に対するテ
リトリー制が明確で，大手小売店の全国展開がみられず，卸屈の地理的営業範囲が卸庖の本拠
地の周辺の府県に限定されていた時期までは有効で、あったろう。
ただし後の趨勢との関連でみると，そうした戦略の追求は，小売庖の庖頭から離れた営業感
覚と経営感覚を却企業にもたせるようになり，一般の消費者や小売屈の変化に疎くなるという
面があった。このため， ECR (Efiicient Consumer Response)を重視する流通の川下の動
態的な変化の時期が到来すると，限界をきたすことになる。そうした ECRにも関連する情報・
物流システムの高度化と小売企業の広域展開の動きは，別の側面から却業経営の動態的な変化
をイ足すことになる。
そうした限界的局面とその打破による新たな展開の過程についての検討は，他日を期するこ
とにしたい。
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【注]
(1)ダイカの事例については，佐々木聡「あ十会堂にみる地域有力卸企業の生成J(明治大学経営学研究所『経
営論集j第59巻第1・2号.2012年2月).同「ダイカ成立の背景と過程一『問屋斜陽論』の経営史的
検討の試み-J(同志社商学会『同志社商学j第63巻5号.2012年3月上岡「ダイカにみる 1970-80 
年代の地域有力卸企業の経営発展J(明治大学経営学研究所『経営論集』第59巻第3・4号.2012年3月)
などを参照されたい。
(2 )生年月日は，庚田嘉一編『昭和 11年小間物化粧品年鑑J(東京小間物化粧品商報社. 1936年l月)310頁
および同『昭和 13年小間物化粧品年鑑j(同社. 1938年l月)322頁による。
(3 )ここでの創業者・伊藤伊三郎についての叙述は，伊藤弥太郎『星霜.1(伊藤伊株式会社.1984年9月，非売品)
19-20頁による。
(4)この後になって，パラフィンとステアリン酸を用いた木綿芯の俗称・西洋蝋燭が発売されてから.木蝋の
和蝋燭と，洋蝋燭が区別されるようになったという(同書.20頁)。
(5 )伊藤弥太郎の次男で伊藤伊株式会社・元代表取締役社長の伊藤昌弘氏への聞き取り調査によれば，この創
業年月日については，伊藤弥太郎がこの日と定めたという。
(6 )ここでの伊藤弥太郎に関する叙述は，前掲『星霜.120-27頁による。
(7 )同書. 27~28 頁。なお，翌 1923 (大正 12)年9月l日の関東大震災に関する同舎の記述のなかで，伊
藤伊商庖ではこのほかに自営工場として熱田区伝馬町にブリキの製品工場をもっていたことが紹介されて
いる。向工場では，カイロ器などの製造のほか小田原提灯も製造していたという(同書.30頁)。
(8)同書. 27~28 頁。
(9 )佐藤敏三郎編『名古屋商工案内j(名古屋商業会議所 1910年3月)20頁および126-127頁。なお，中
尾矩市『名古屋商工名鑑j(名古屋商工社. 1912年5月)には，これら6名のうち掛布仙太郎の名前だけ
が見当たらないが，増本敏三郎『名古屋商工案内j(名古屋商業会談所.1914年4月)には掛布仙太郎を
含む6名の名前が掲載されてる(問書.145-146頁および178頁)。また問書名は，愛知県図書館所蔵のハー
ドカパ}製本の背表紙に付された書名である。実物の表紙がなく，奥付でも実物の正式な書名情報が欠落
しており，正式書名は特定できない。同警には 名古屋を含む愛知県のほか，新潟県，長野県，岐阜県な
どの商工業者の情報もあり，名古屋が入らず『商工名鑑』という書名の可能性も高い。
(10)ライオン歯磨株式会社社史編纂室『ライオン歯磨八十年史J(同社.1973年10月)129頁。ただし同書
では，伊東藤兵衛となっているが， 3昔業界関係史料から，これは誤りで，正しくは伊藤東兵衛と推定される。
(11)伊藤弥太郎は「私が三重県を回商し始めた当時 (22歳で出張の資格を得た後すなわち 1926年以降一引用
者)に，近畿鉄道が津市に乗り入れ，伊勢鉄道が津の江戸橋に乗り入れたのが同時であった。電車の乗り
入れ競争の激しかった当時が思い出される。伊勢路に双方の電車が走り込んだ記念すべき年であった。そ
の後も，近鉄と伊勢鉄の宇治山田への来り入れ競争は激しく続いた。(中略一引用者)近鉄の乗り入れに
よって大阪との競争が激しくなったJ(前掲『星霜J35-36頁)と述懐している。これに関して.r近畿
日本鉄道 100年の歩み 1910 -201ω(近綴日本鉄道株式会社.2010年12月)によれば，津市(後の部回)
と一身田町聞の営業開始にともない江戸橋が開業されたのは 1917(大正6)年l月であり(同容.69頁，
71頁.849頁). 1924 (大正 13)年4月に部回(旧津市)から津市間まで延伸させて津市の市街地へ乗り
入れた(同書.851頁)。さらに参宮急行電鉄が. 1931 (昭和6)年7月に久居と津市間，翌年4月には
市街地の津新町と津間が開業した(同書. 152頁 190頁 854頁)。これによって津市と大阪がつながっ
たとみることができる。同社の桜井・宇治山田聞の全線開業も.1931年3月のことである(同書.133頁)。
さらに参宮急行電鉄系列の関西急行電鉄によって 桑名・|刻急名古屋聞が開業したのは 1938(昭和 13)
年6月のことであり，これによって大阪と名古屋がつながることとなった(同瞥. 190頁)。
(12)前掲 f星霜j36頁。
(13)合名会社伊藤伊三郎商庖「笠記事事勝本J(昭和22年l月13日)。
(14)前掲『星霜J36頁。
(15) ["社歴書J(伊藤伊合名会社，作成年月は不明で、あるが般終記述は 1965年3月1日のものである)。
(16)同「社歴書」および「合名会社伊藤伊三郎商応定款J(合名会社伊藤伊三郎商応代表社員伊藤弥太郎.昭
和3年l月27日)。なお，この定款は除後に伊藤弥太郎が代表全I:Hを継承して代表業務執行社員名が伊
藤伊三郎から弥太郎に変更された後のものと鍛
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(17)前掲「社歴書J，前掲「登記簿謄本J(昭和 22年1月13日)。
(18)前掲「社歴書」および合名会社伊藤伊三郎商底『昭和 19年度(自昭和 18年11月29日至昭和 19年11月28日)
決算報告容i同『昭和 20年度(自昭和 19年11月29日至昭和 20年11月28日)決算報告書1.同『昭
和21年度(自昭和 20年11月29日歪昭和 21年11月28日)決算報告書』に記載の代表社員名による。
(19)前掲「登記簿謄本J(昭和 22年1月13日)。
(20)庚田嘉一編『昭和 10年小間物化粧品年鑑J(東京小間物化粧品商報社， 1935年l月)244頁。
(21)前掲『星霜J49頁および64頁。
(22) rライオンだより創刊号 (1927年6月)，前掲『ライオン歯磨八十年史J166 -168頁および佐々木総『日
本的流通の経営史J(有斐閣， 2007年11月)19 -20頁。
(23)ライオン株式会社代表取締役小林教の回想では，名称は「ライオン石鹸中部配給所」とされている(前掲
『星霜J175頁掲載)。
(24)前掲『星霜J，41頁。
(25)この時期の花王の流通改革については，前掲『日本的流通の経営史j第3寧を参照されたい。
(26)長瀬薬局，天丸屋商庖，服回商庖，林i原次郎の4つで、あった(花王石鹸株式会社長瀬商会「昭和6年度(自
3月1日至 11月30日)東海道甲信越販売方針並予算体系J)。
(27)同「予算体系」。
(28)同「予算体系」。
(29)同「予算体系」。
(30)花王の代表取締役社長の丸田芳郎の記述による(前掲『星霜1103頁)。
(31) r和親.1No，3 (伊藤伊株式会社 1971年8月1日)所収「続・会社の足跡J(社長・伊藤弥太郎執筆)。
(32)前掲『星霜J42頁。
(33)前掲『和親.1No，3所収「続・会社の足跡J。
(34)同稿。
(35)閃稿。この横井竹松とその経営する危屋商屈についての詳細は不明であるが，前掲『昭和 1年小間物化
粧品年鑑jの業界人名辞典の312頁には，化粧品・石鹸卸業経営の横井金松(結城屋合名会社，名古屋市
東区久屋町2丁目)という人物が掲載されている。この関係者かどうかも不明である。
(36)この大倉氏についても詳細は不明で‘ある。
(37)前掲『星霜j42-43頁。なお，前掲『昭和 11年小間物化粧品年鑑jの業界人名辞典の 310頁には伊藤
伊三郎が丸五商会取締役，同 311頁には水谷藤助が丸五商会社長として紹介されている。
(38)前掲「和親JNO.3所収「続・会社の足跡」。
(39)株式会社資生堂広報室『資生堂販売会社50年史J1(同社， 1978年)119頁および前掲『日本的流通の経営
史j50 -51頁。
(40)クラブ特定販売株式会社は，乱売防止と販売網の確立を目指して， 1925 (大正 14年)以降各地に設立さ
れた小売庖の協力機関の共栄クラブ会向けの留型商品(化粧品・石鹸・歯磨・歯ブラシ)を吸う卸会社で
ある(株式会社クラブコスメチックス『クラブコスメチックス 80年史』同社， 19回年，同社「百花練乱
クラブコスメチックス百年史j同社，2003年，82頁，88頁および前掲 f日本的流通の経営史152-55頁)。
(41)戦前期の事例については.同書50-57頁，前掲「お十全堂にみる地域有力卸企業の生成J6-7頁を参
照されたい。また戦後の 1960年代以降の花王販社への対応については，佐々木聡「花王初期販社の設立
過程と経営状況J(明治大学経営学研究所『経営論集』第 55巻第2・3号， 2008年3月)，同「京阪神・
近畿地域での花王販社の設立と統合の過程J(同誌第 56巻第 1・2号， 2009年l月)，同「中国・四国・
九州地域での花王販社の設立と統合の過程J(同誌同号)同「中部地域での花王販社の設立と統合の過程j
(同誌第 56巻3・4号， 2∞9年3月)，同「関東・甲信越地域での花王販社の設立と統合の過程J(同誌
第57巻第4号， 2010年3月)，同「北海道・東北地域での花王販社の設立と統合J(同誌第58巻第3号，
2011年3月)などを参照されたい。さらに， 1980年代末の流通の川下の新勢力のコンビニへの対応につ
いては，前掲「ダイカにみる 1970-80年代の地域卸企業の経営展開J32-33頁を参照されたい。
(42)前掲『星霜J43-45頁， r和親J1NO.4 (伊藤伊株式会社， 1972年5月1日)所収「続・会社の足跡 (4)J
(社長・伊藤弥太郎執筆)。なお，牛乳石鹸共進社の創業から 1980年代までの同社経営史については， r牛
乳石鹸共進社株式会社80年史.1(同社， 1988年10月)を参照されたい。
(43)前掲 f星霜j43-45頁，前掲『和親jNO.4所収「続・会社の足跡 (4)J。
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(44)同稿。
(45)ここでの戦時期の化粧品の統制に関する叙述は， r資生堂百年史J(株式会社資生堂， 1972年6月1日)
267 ~ 283頁および株式会社パルタック『株式会社パルタック人十年史J(同社， 1978年 12月1日)lll
~ 122頁による。
(46)前掲「社歴書」。
(47)前掲『昭和 11年小間物化粧品年鑑J242頁， 297頁および前掲『昭和 13年小間物化粧品年鑑J325頁な
どによる。
(48)前掲『昭和 10年小間物化粧品年鑑J28頁。
(49) r日本石鹸配給統制株式会社定款」第2条の l。
(50)前掲『日本的流通の経営史J122頁。
(51)前掲 f星霜J59~69 頁。
(52) 5か月ほど続いたとされる対立の詳細は不明であるが， r営業活動を主目的とする石鹸組合は，もっぱら
親睦を目的とする愛知県化粧品卸商業組合の石鹸部会としてでは，活動が至難で、あるからと強く要望した」
とされている。すなわち石鹸業者が分離・独立に強く反対したと恩われる。これにより， r組合内の(愛
知県石鹸卸商業組合の愛知県化粧品卸商業組合からのー引用者)分離問題は，当然2つに分れた。その{Ip
裁を県の商工課にお願いしたところ妥当を欠く判断であったので，経済警察に依頼したから，事件は大袈
裟になった。曲折をくりかえして，単独設立の夢は叶えられた」という(同書， 49頁)。
(53)前掲『星霜.149貰では 1941年8月27日となっているが，ここでは，前掲「社歴書J，前掲「畳記簿謄本」
(昭和 22年1月13日)にしたがった。
(54)前掲 f日本的流通の経営史J122 ~ 126頁。
(55)r昭和 17年 11月30日現在株主姓名表J(日本石鹸配給統制株式会社， 1942年 11月)5頁。なお，愛知県では，
合名会社伊藤伊三郎のほかに，伊藤三郎が 145株所有の元売業者として名を連ねているが，伊藤三郎の詳
細は不明で、ある。
(56) r中外商業新報J(1942年8月27日号)による。同紙によると， 140グラム以上の洗濯石鹸については，
統制会社の販売価格lダー ス 84.1銭，卸商業組合価格1ダース 88.8銭，小売価格l個10銭，すなわち lダー
スあたり l円20銭であったとされる。また前掲『星霜』では， r 1個当り正味重量 112.5グラム，統制会
からの仕入価格1打82銭，卸売業者の販売価格l打86銭，小売業者の最高販売価格l個8銭」と記述さ
れている(同書， 60頁)。
(57)同書， 60頁。
(58)同書， 51 ~ 56頁。
(59)同書， 62頁。
(60)同書， 63~65 頁。
(61)同書， 64頁。
(62)ここでの伊藤弥太郎の周辺の人物や経営方針・経営戦略に関する叙述は，主に伊藤昌弘氏への聞き取り調
査による。
(63)服部清成は 1920(大正9)年l月生まれなので 1904 (明治37)年l月生まれの伊藤弥太郎より 16歳年
下ということになる。伊藤弥太郎兄弟のなかでの長女の嫁ぎ先の服部家でその長女の主人が亡くなったた
め，伊藤清成が服部家を継いで・服部姓を名乗ったという(伊藤昌弘氏への聞き取り調査による)。また服
部が他界した 1992(平成4)年8月の l年後 j育成の書きつづった数冊の冊子を伊藤昌弘らがまとめた
服部清成『歴史からみたライフサイクル試論他J(伊藤伊株式会社， 1993年8月1日)は，服部m成の学
識と思想を知るうえで貴重な著容といえる。
(64)前掲「登記簿謄本J(昭和22年l月13日)。
(65)合名会社伊藤伊三郎商庖「総社員同意瞥J(昭和 22年3月15日)および前掲「社歴啓J。ただし，この「社膝骨」
では，伊藤としのこのときの増資後の出資金額が15，∞0円と誤って記載されている。正しくは 12，0∞円
である。
(66)合名会社伊藤伊三郎商庖「総社員同意瞥J(昭和 22年 11月25日)および前掲「社歴瞥」。
(67)合名会社伊藤伊三郎商庖「総社員同意轡J(昭和 23年6月1日)および前掲「社歴舎J。
(68)合名会社伊藤伊三郎商庖「笠記簿抄本J(昭和 24年7月7日)および前掲「社歴嘗」。
(69)日本石鹸配給統制株式会社は，設立翌年の 1943年12月に硬化油グリセリン統制株式会社を合併して油j旨
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製品統制株式会社となり，翌1944年から油脂製品全般の中央の配給を行うこととなった。地方の卸組合も，
1944年7月施行の商工組合法にもとづく組織に改組された。終戦翌年の 1946年 10月，油脂製品統制株
式会社が解散し，新たに油脂製品販売株式会社が設立された。同社は，油脂統制会の後継組織であった化
学工業統制会第5部会 (1945年4月に油脂統制会から移行したもの)が1945年9月に解散したのにとも
なって発足した3つの団体，すなわち油脂加工品統制組合，石鹸統制組合，泊脂統制組合と密接に連絡を
とりあいながら販売事業を継続した。 3つの統制団体は 1947年2月に解散し，油脂加工，石鹸，油剤の
3つの工業会に改組され，同年6月には新たに油脂工業連合会が設立された。翌 1948(昭和23)年5月
には，油脂加工，石験，泊弗lの3つの工業会が解散して油脂工業協会が設立された。一方，油脂製品販売
株式会社は配給機関として存続していたが， 1949 (昭和24)年3月，石鹸クーポン制への移行とともに
閉鎖された。 1950年8月，石鹸配給規則の撤廃にともない油脂工業協会は解散し，同年9月には，解散
した油脂工業協会の旧会員を母体に，日本油脂加工工業会， 日本石鹸工業会，日本繊維油剤工業会の3つ
の工業会が発足した。これらのうち，日本油脂加工工業会と日本石鹸工業会は， 1955 (昭和30)年4月
に一本化して日本油脂工業会となった (r油脂工業史j日本油脂工業会， 1972年4月， 156頁， 168 -172 
頁および同資料編4-5頁の年表記事)。
(70)前掲『日本的流通の経営史j143 -144頁。
(71)問書， 161-162頁。
(72) r和親jNO.2 (伊藤伊株式会社， 1971年 l月l日)所収「新年号によせて(続・会社の足跡)J (社長・
伊藤弥太郎執筆)。
(73)同稿。
(74)前掲『星霜J66 -67頁。
(75)同容， 67頁。
(76)前掲『和親.1NO.2所収「新年号によせて(続・会社の足跡)J。
(77)伺稿。
(78)丸田芳郎の発言では，このクーポン集券で花王との「取引が再開されたJ(前掲『星霜.1， 104頁)とされ
ているが，諸史料から，花王の取引がまったく途絶していたとは考えにくいので，ここでは「強化された」
と表現している。
(79)ライオン商事の設立過程と活動の実績については，前掲『日本的流通の経営史j180 -195頁を参照されたい。
(80)ライオン商事株式会社『第20期決算書J(昭和25年4月-9月)，同『第21期決算磐j(昭和25年 10月
~昭和26年3月)による。
(81)前掲『和親JNO.3所収「続・会社の足跡J。
(82)同稿。
(83)前掲『星霜1.69頁。
(84)同瞥， 157 -158頁。
(85)同啓， 134 - 135 頁。ここでの丸山社長とは丸山松治社長と恩われる。この津村]II~天堂との取引が開始さ
れた 1961年の l月に丸山松治の長男の丸山源ーが中央石鹸に取締役として入り，同年3月に代表取締役
に就任したばかりである。なお.丸山松治については加藤与三郎『腹八分の商法一丸山松治の商魂の半
世紀一J(週刊商業， 1971年 12月)を，丸山源ーについては尾高燈之助・松島茂編『丸山源ーオ}ラル・
ヒストリー .1 (法政大学イノベーション・マネジメント研究センター， 2007年8月)などをそれぞれ参照
されたい。
(86)前掲『星霜.1.96頁。
(87)同瞥， 100頁。
(8)同瞥， 126頁。
(89)同瞥， 121-122頁。
(90)ここでの営業エリアについての記述は，合名会社伊藤伊三郎商庖「営業概要J(1958年4月5日)による。
(91)同「営業概要J。
(92) r和親jNO.7 (伊藤伊株式会社， 1973年1月1日)所収「新年新心J(社長・伊藤弥太郎執筆)。
(93)伊藤昌弘氏への聞き取り調査による。
(94)ここでの堀田工場に関する叙述は前掲『星霜j68-69頁および70頁による。
(95)堀田工場の新設年月と主要製品については前掲「営業概要J(1958年4月5日)と前掲『星霜j69真による。
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ただし，伊藤伊三郎商底合名会社『第28回決算瞥J(1954年11月29日-1955年11月28日)添付の「営
業規模」によれば，工場の摘要棚に r28年 12月ヨリ作業始ム」と記載されており，生産開始時期に2カ
月の遠いがある。
(96)花王ミュージアム・資料室編『花王 120年 1890 -2010年J(花王株式会社， 2012年5月)162 -164 
頁および194-199頁。
(97)前掲『星霜j68-69頁および74頁。
(98)前掲「営業概要J(1958年4月5日)。大阪営業所の開業時期については，前掲『第28回決算瞥j添付「営
業規模」によれば，大阪営業所の摘要棚に r29年9月大阪ニ庖舗借用開庖卸売」という記械があり， 2 
年半ほどの違いがある。
(99)大阪営業所の人員数は 昭和 31年度および昭和 38年度の税務関係諸瞥類記載の各月人数による。
(100)伊藤昌弘氏への聞き取り調査による。
(101)たとえば第33回 (1960年11月お日決算)には4つの貸倒金損失の計上があったが，そのいずれの事由
も「乱売競争甚ダシク行詰行先不明ニ付債権放棄」と記載されている(伊藤伊合名会社『第33回決算書
(大阪営業所w。
(102)前掲『星霜j79頁および伊藤昌弘氏への聞き取り調査による。
(103)前掲『ライオン歯磨人十年史j237 -240頁，前掲『星霜J177-178頁。なお，理事会の議長は桑原啓
造，伊藤弥太郎以外の副議長は宮永直治，中野巌，米田忠勝，大総一郎であった(同書， 239頁)。
(104)ライオン油脂株式会社社史編纂委員会『ライオン油脂六十年史.1(同社， 1979年 12月)194 -196頁.
211-212頁。なお， r和親JNo. 5 (伊藤伊株式会社， 1972年8月15日)所収「続・会社の足跡 (5)J(社
長・伊藤弥太郎執筆)では，全国ライオン石鹸会の結成日を， 1963 (昭和 38)年10月22日としている。
(105)前掲『星霜j178頁。
(106)ここでの BM社およびBMJ社および両社との伊藤伊との関連に関する記述は，前掲『ライオン歯磨八十
年史.1339 -348頁，前掲『星霜j74 -75頁および前掲『和親JNo. 5所収「続・会社の足跡、 (5)Jによる。
(107)なお，同社の名古屋営業所は，後に設置された伊藤伊合名会社および伊藤伊株式会社の販売三課が管轄
することになり， 6名の人員でスター卜したという(伊藤昌弘氏への聞き取り調査による)。
(108)前掲『星霜.182-83頁， r手口親jNO.8 (伊藤伊株式会社， 1973年9月1日)所収「全鹸連会長就任に
おもう事J(社長・伊藤弥太郎執慾)および信岡秀典編『業界50年の歩みj(石鹸新報社， 1998年7月20日)
50 -51頁。なお，全鹸述の初代会長には，東京下落合の多喜屋の岩田勘良氏が就いた。この多喜屋は，
花王の販社設立の初期の励きである多喜屋花王を誕生させることになる。その詳細は，前掲「花王初期
販社の設立過程と経営状況」を参照されたい。
(109) r合名会社伊藤伊三郎商庖社員総会議事録J(1964年 11月29日)。
(110)前掲『星霜J75頁。
(lll)前掲「社歴書」。
(112) r伊藤伊合名会社定款J(1964年11月29日)および前掲「社歴書」。
(113)前掲『星霜.175 -76頁。
(114)同書， 77頁，前掲『和親JNO.5所収「続・会社の足跡 (5)J。
(115)前掲「花王初期販社の設立過程と経営状況J102頁掲械の表-5の売上総利益率の 1965年の数値を参照
されたい。
(116)前掲「ダイカにみる 1970-80年代の地域卸企業の経営展開J54-55頁を参照されたい。
(117)伊藤伊株式会社『社内報 ばぶりん』第20号 (1996年春号) 2頁。
(118)伊藤伊関係者への聞き取り調査による。
(119)ライオン泊脂と花王の合成洗剤と 1950-60年代の日本の合成洗剤市場については，前掲『ライオン泊
脂六十年史.1 (同社， 1979年 12月)150 -154頁， 170 -172頁， 184 -194頁，ライオン株式会社社史
編纂室『ライオン 100年史J(同社， 1992年 10月)212 -213 W， 219 -223頁.財団法人日本経営史
研究所・花王株式会社社史編纂室『花王史 100年(1890-1990年)J(花王株式会社， 1993年3月)206 
-208頁， 226 -261頁，および前掲『花王 120年 1890 -2010年j162 -164頁， 202 -211頁など
を参照されたい。
(120)この日本油脂製品統制組合がどの団体を指すのか特定できていない。注 (69)に記述した戦後の業界団
体の変遷との関係でみると， 1946年l月に発足し 1947i!o 2 nにWfltした 3つの統制組合の lつの油脂
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加工統制組合.1946年10月に油脂製品統制株式会社の後継団体として発足した油脂製品販売会社 (1949
年3月に解散).1947年6月に同年2月解散の3つの統制団体の後継組織として設けられた油脂工業会
連合会，あるいは 1950年9月に油脂工業逮合会の後継組織として発足した3つの工業会の lつの油脂加
工工業会などのいずれか，あるいはそれらの関連組織と考えられる(前掲『油脂工業史J168-172頁
および同資料編4-5頁)。
(121)伊藤伊合名会社『第38回決算書J(1964年11月29日-1965年11月28日)および問『第39回決算書j
(1965年11月29日-1966年11月28日)に添付されている「支払割戻金明細表」。
(12)伊藤伊関係者への聞き取り調査による。なお，当時.高山にはかなりの雑貨問屋があり，その間で融通
手形のやりとりもあったという。当時，この地区の担当であったのは，図一 1の販売(地方係)で岐阜県・
長野県・山梨県担当となっている伊藤(南)忠勝氏で、あった。
[付記】 本稿執筆に際して，伊藤昌弘氏(旧伊藤伊株式会社代表取締役社長)はじめ伊藤伊の関係者には多大
なご協力をいただいた。また花王株式会社.ライオン株式会社.愛知県図磐館のそれぞれの所蔵の史料
も活用させていただいた。記して関係者.関係各機関に感謝の意を表したい。
なお，本稿は，明治大学社会科学研究所研究費・ 2012-2013年度個人研究「戦後日本の有力地域卸
売企業の展開の経営史的研究」の研究成果の一部である。
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The Ernergence and Development of Ito-I from 
the early 1900s to the mid 1960s 
69 
Satoshi SASAKI 
This paper examines the inauguration and development of the local leading wholesaler Ito-I 
in Nagoya from the period of the early 1900s to the middle of the 1960s. The following six 
features were mainly responsible for the development of Ito-I during this period: 
First， Ito-I was founded by Isaburo Ito in Nagoya in 1904. Ito-I started by making and 
selling candles. During the first half of the 1920s， its sales items were broadened to include 
soap， cosmetics and household goods. Its sales areas also increased from Aichi prefecture， 
to Mie prefecture and Gifu prefecture. Through the process of implementing these changes， 
Yataro Ito， Isaburo's adopted son， acquired experience and increased his reputation as釦
astute businessman 
Second， under the rationing system formed in wartime to immediately after the Second 
World War， Ito-I became pivotal to the distribution system in the Nagoya area. During 
the 1950s組 d1960s， itranked first in the marketing of Lion Fat and Oil. Yataro Ito， the 
second in charge， also became the representative of the wholesalers. 
Third， although the scale of capital of Ito-I was gradually being enlarged， Ito-I kept the 
form of a general partnership company from 1928 to 1966. The ownership was limited 
to immediate family members of Ito and their relatives. The dividend rate was settled 
relatively high， because of the high risk that comes with unlimited responsibility. Of about 
50 employees of Ito-I， the investment members were located in the important section that 
was in charge of business talks with local stores. 
Forth， the gross profit percentage of Ito-I was relatively low， because the business type 
of Ito-I was one which had many secondary wholesalers， by taking the rebate of sales of 
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the sales cost. the gross profit percentage was about average for such a business style. 
But compared to Daika. whose main business was direct sales to retailers. the gross profit 
percentage of Ito-I was low. So for Ito-I to increase the scope of its business in order to 
increase its sales and profit. became important. 
Fifth. paying attention to relationship to suppliers (manufacturers). both the money on 
deposit to the suppliers and the drawback money from the suppliers increased. along with 
the growth of Ito-I's business. Ito-I also invested in related manufacturers. Though the 
money of payment from Ito-I to both secondary wholesalers and retailers increased. the 
excessive sales competition and the increase in rental costs impacted Ito-I's profits. 
Sixth. Ito-I had a strategy to grow its multi-stage transaction structure regionally. The 
rationality of its multi-stage business structure is as follows. For the makers located 
upstream of the distribution system. depending on influentiallocal wholesalers such as Ito-I 
(which had related wholesalers). makers were able to reduce their own burden. For middle 
merchandisers such as Ito-I， by having many secondary wholesale shops spread over a wide 
area. Ito-I was able to secure a broad retail outlet system without adding to the burden on 
material and human resources. By these extensive business networks. Ito-I was able to 
develop the trust of the makers and enlarge its business. 
